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I．策定の趣旨 

市立川西病院（以下「当院」という。）は、昭和５８年１０月の開設以降、本市の基幹的

な公的医療機関として、当院の存在意義を示す理念（ミッション）と中長期のあるべき姿を

示す基本方針(ビジョン）を下記のとおり定めて、地域住民のニーズに応えるべく、努力し

てきました。 

理 念 

市民及び地域住民の安心と信頼が得られる病院づくりと、 

良質な医療の提供をめざします。 

 

基本方針 

１．患者様の立場に立った医療を行います。 

２．医療の質の向上に努めます。 

３．病状と治療方法について十分な説明を行います。 

４．保健・医療・福祉の連携強化に努めます。 

５．病院のアメニティの向上に努めます。 

６．患者様から信頼される病院づくりを基本に経営の健全化をめざします。 

 

しかしながら、地域住民の医療に対するニーズが多様化してきている一方で、当院が提供

する医療資源は、医師や看護師不足が続き、診療体制が縮小してきています。また、昨今の

診療報酬改定の影響もあり、損益収支をはじめとする経営状況は悪化してきています。 

このため、本市では、川西市付属機関に関する条例の規定に基づき、病院事業経営改革に

ついての重要事項の調査審議を行うための「市立川西病院事業経営改革審議会」を平成２０

年４月に設置し、当院が今後地域において果たすべき役割を明確にし、具体的に行動する指

針である「市立川西病院事業経営改革プラン」（以下、「改革プラン」という。）の策定に当

たり、当審議会から本年１１月１３日に答申を受けました。 
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II．市立川西病院の現状分析 

ここでは、当院の診療圏における地域のニーズと医療資源の状況（外部環境）と当院が保

有する医療資源や財政状況（内部環境）の両面から現状を分析します。 

 

1. 診療圏の状況 

当院は、本市の北部（東谷地区）に位置しており、周辺には猪名川町、能勢町、豊能町

が隣接しています（図表 1 参照）。本市の年齢別人口は 65 歳以上の老年人口の割合が増加

傾向にあり、平成 20 年度で 23％と全国平均 21.5％を上回る水準となっています。65 歳以

上の老年人口の割合は北部・中部・南部に大きな差異はなく、当院が対象とする診療圏に

おいても、今後高齢者の割合が高くなっていくと推計しています。 
 

当院は、最寄り駅から徒歩 15 分程度の場所にあるため、車の利用が中心となる立地条

件にあります。当院が実施した来院者の交通手段調査でも 8 割近くの来院者が自家用車に

より通院している結果となっています。 

また、当院の来院患者は外来・入院ともに当院周辺だけでなく、特に 200 床以上の一般

病院が存在しない猪名川町、能勢町、豊能町からの患者も多く含まれています。 

能勢町能勢町能勢町能勢町
人口 ：12,897人

合計特殊出生率 ：1.24

年平均成長率（H12-H17）：-1.9％

猪名川町猪名川町猪名川町猪名川町
人口 ：30,021人

合計特殊出生率 ：1.09

年平均成長率（H12-H17） ：0.6％

宝塚市宝塚市宝塚市宝塚市
人口 ：219,862人
合計特殊出生率 ：1.17

年平均成長率（H12-H17）：0.6％

池田市池田市池田市池田市
人口 ：101,616人

合計特殊出生率 ：1.17

年平均成長率（H12-H17）：0.0％

伊丹市伊丹市伊丹市伊丹市
人口 ：192,250人
合計特殊出生率 ：1.39

年平均成長率（H12-H17） ：0.0％

川西市川西市川西市川西市
人口 ：157,668人

合計特殊出生率 ：1.12

年平均成長率（H12-H17） ：0.5％

北部（東谷地区） 32,411人（H20年は33,918人）

中部（多田地区） 66,151人（H20年は67,900人）

南部（川西地区） 59,106人（H20年は59,005人）

豊能町豊能町豊能町豊能町
人口 ：23,928人

合計特殊出生率 ：1.00

年平均成長率（H12-H17）：-1.4％

箕面市箕面市箕面市箕面市
人口 ：127,603人

合計特殊出生率 ：1.12

年平均成長率（H12-H17）：0.4%

箕面市

豊能町

伊丹市

宝塚市

猪名川町

能勢町三田市

池田市

年平均成長率がプラス
三田市三田市三田市三田市
人口 ：113,572人

合計特殊出生率 ：1.08

年平均成長率（H12-H17）：0.3％

川西市川西市川西市川西市
市立川西病院

鉄道路線

出所：平成17年度 国勢調査、各市町村HP

年平均成長率がマイナス

図表図表図表図表1：：：：川西市近隣市町村川西市近隣市町村川西市近隣市町村川西市近隣市町村のののの基礎情報基礎情報基礎情報基礎情報
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国保レセプトデータ（平成 20 年 4 月分）によるシェア分析（各地域の患者数のうち当

院にかかっている患者数の割合：図表 2 参照）の結果、入院患者においては北部エリアに

加えて、本市中部の一部の地域についても当院が高い入院シェアを獲得しています。 
図表図表図表図表2：：：：市立川西病院患者数市立川西病院患者数市立川西病院患者数市立川西病院患者数シェアシェアシェアシェア

0-4%

5-9%

20-29%

10-19%

30%以上

0-4%

5-9%

20-29%

10-19%

30%以上市立川西病院市立川西病院

出所：国保レセプトデータ（平成20年4月分）

豊野町豊野町豊野町豊野町

能勢町

猪名川町

0-4%

5-9%

20-29%

10-19%

30%以上

0-4%

5-9%

20-29%

10-19%

30%以上

豊能町

市立川西病院市立川西病院

能勢町

猪名川町

豊能町

入院患者数入院患者数入院患者数入院患者数
シェアシェアシェアシェア

外来患者数外来患者数外来患者数外来患者数
シェアシェアシェアシェア

 

 当院の外来シェアは、当院と近接する本市北部と中部の一部に加え、距離的に離れて

いる猪名川町、能勢町においても比較的高い水準となっています。これは、当院の診療圏

である北部エリアは全国平均と比べて 10 万人当たりの診療所数が少ないことから、当院

は診療所としての機能も求められていると考えられます。 

一方、本市においては、中部にはベリタス病院、南部には協立病院、隣接する池田市に

は市立池田病院などの急性期病院が存在するため、入院・外来ともに当院のシェアは低く、

当院が対象としている診療圏は北部エリアに偏ったものとなっています。 

また、当院のシェアの高い本市北部・中部の一部、猪名川町でも、国保レセプトデータ

分析の結果、地域の延入院患者数の半数以上が 2 次医療圏外（阪神北医療圏外）に流出し

ており、2 次医療圏内で診療機能の提供が十分に行えていない状況となっており、広域的

な課題としてとらえる必要があります。（図表 3参照） 
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図表図表図表図表3：：：：川西市北部川西市北部川西市北部川西市北部・・・・中部中部中部中部のののの一部一部一部一部・・・・猪名川町二次医療圏内外猪名川町二次医療圏内外猪名川町二次医療圏内外猪名川町二次医療圏内外のののの構成構成構成構成（（（（延入院患者数延入院患者数延入院患者数延入院患者数））））

そのそのそのその他他他他
（（（（二次診療圏外二次診療圏外二次診療圏外二次診療圏外））））

兵庫県兵庫県兵庫県兵庫県
（（（（二次診療圏内二次診療圏内二次診療圏内二次診療圏内））））
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（（（（二次診療圏外二次診療圏外二次診療圏外二次診療圏外））））

大阪府大阪府大阪府大阪府
（（（（二次診療圏外二次診療圏外二次診療圏外二次診療圏外））））

54%

46%

二次医療圏内二次医療圏内二次医療圏内二次医療圏内

二次医療圏外二次医療圏外二次医療圏外二次医療圏外

出所出所出所出所:国保国保国保国保レセプトデータレセプトデータレセプトデータレセプトデータ（（（（平成平成平成平成20年年年年4月分月分月分月分））））
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2. 地域住民・医療機関が市立川西病院に求める機能 

(1) 診療圏における将来患者予測と疾病割合 

１市 3 町の将来人口推計に、「受療率（人口 10 万人対）」を乗じて推定した将来患者

数分析によると、人口の高齢化に伴い、入院・外来ともに増加すると予想されます。推

定入院患者では疾病別にみると特に「循環器系」「新生物」「損傷・中毒」の疾病患者数

も多く、また今後も増加が予想されます。（図表 4参照） 

一方、疾病別入院患者数の当院における推定シェアでみた場合、上記のうち「新生

物」「損傷・中毒」のシェアは高いものの、「循環器系」の推定シェアは専門医や医療機

器等の医療資源が不足しているため低い水準となっています。 
図表図表図表図表4：：：：疾病別推定入院患者数疾病別推定入院患者数疾病別推定入院患者数疾病別推定入院患者数、、、、推定入院患者数年平均成長率推定入院患者数年平均成長率推定入院患者数年平均成長率推定入院患者数年平均成長率、、、、推定推定推定推定シェアシェアシェアシェアのののの関係関係関係関係

出所：市立川西病院入院患者データ（H19年10月16日）、厚生労働省「平成17年患者調査」

疾病別推定入院患者数疾病別推定入院患者数疾病別推定入院患者数疾病別推定入院患者数 推定入院患者数年平均成長率推定入院患者数年平均成長率推定入院患者数年平均成長率推定入院患者数年平均成長率 市立川西病院推定市立川西病院推定市立川西病院推定市立川西病院推定シェアシェアシェアシェア
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地域住民のニーズに応えていくためには、これらの疾病に対して医療を提供できる体

制を構築していくことが必要ですが、すべてを当院単独で果たすことは制約された医療

資源の中では不可能な状況であり、当院の果たすべき役割と市内各医療機関の特性に応

じた役割を分担し、連携を図りながら地域住民のニーズを充足していく必要があります。 

(2) 地域における医療資源 

①  医療施設の状況 

本市においては、中部、南部エリアに病院が集中しています（図表 5 参照）。特に、

中部にはベリタス病院、南部には協立病院が当院と同様、急性期の機能を提供してお

り、本市の救急医療体制においても、北部は当院、中部はベリタス病院、南部は協立

病院という形で、エリアごとに補完しあう形で医療機能を提供しています。（医療提

供機能の詳細については、巻末別表 1参照） 
 

川西市 一般 療養 その他 合計

1 市立川西病院 283 283 

2 協立温泉病院 112 353 465 

3 ベリタス病院 199 199 

4 協立病院 313 313 

5 第二協立病院 124 101 225 

宝塚市 一般 療養 その他 合計

1 こだま病院 55 55 110 

2 東宝塚さとう病院 114 52 166 

3 宝塚第一病院 211 211 

4 宝塚市立病院 480 480 

5 宝塚病院 131 131 

伊丹市 一般 療養 その他 合計

1 市立伊丹病院 414 414 

2 近畿中央病院 453 453 

池田市 一般 療養 その他 合計

1 市立池田病院 364 364 

箕面市 一般 療養 その他 合計

1 ガラシア病院 69 46 115 

2 マックシール巽今宮病院 70 40 110 

3 箕面市立病院 317 317 

川西市 一般 療養 その他 合計

1 市立川西病院 283 283 

2 協立温泉病院 112 353 465 

3 ベリタス病院 199 199 

4 協立病院 313 313 

5 第二協立病院 124 101 225 

宝塚市 一般 療養 その他 合計

1 こだま病院 55 55 110 

2 東宝塚さとう病院 114 52 166 

3 宝塚第一病院 211 211 

4 宝塚市立病院 480 480 

5 宝塚病院 131 131 

伊丹市 一般 療養 その他 合計

1 市立伊丹病院 414 414 

2 近畿中央病院 453 453 

池田市 一般 療養 その他 合計

1 市立池田病院 364 364 

箕面市 一般 療養 その他 合計

1 ガラシア病院 69 46 115 

2 マックシール巽今宮病院 70 40 110 

3 箕面市立病院 317 317 

市立川西病院

300床以上の病院

100床以上
300床未満の病院市立川西病院

300床以上の病院

100床以上
300床未満の病院 出所出所出所出所：：：：2008年版年版年版年版 近畿病院情報近畿病院情報近畿病院情報近畿病院情報

川西市北部、猪名川町、能勢町、豊能町を北部エリア、
それ以外を南部エリアと定義

図表図表図表図表5：：：：各病院各病院各病院各病院のののの病床数病床数病床数病床数のののの内訳内訳内訳内訳（（（（単位単位単位単位：：：：床床床床））））

3

1

1

5

1

1
2

3

5 3

4

2

4

1

2

1

2

豊能町

箕面市

川西市

池田市

伊丹市

宝塚市

猪名川町

能勢町

 

②  救急医療体制 

 1 市 3 町の救急医療体制は病院群輪番制及び救急告示医療機関で対応しており、特に当

院、ベリタス病院、協立病院が中心的な 2 次救急医療機関としての役割を担っています。 

 このような体制の中、1 市 3 町の救急搬送件数は平成 19 年度で 8,560 件となっており

（図表 6 参照）、平成 17 年度からの推移をみると若干の減少が見られるものの、ほぼ一

定で推移しています。ただ、本市・猪名川町のデータでは、重症になるほど、当院の

シェアは低くなっており、軽症・中症の割合が高い状況となっています。（図表7参照） 
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③  小児救急医療・周産期医療の体制 

(a) 小児救急医療 

阪神北医療圏における 1 次小児救急体制は平成 20 年 4 月に伊丹市、宝塚市、猪名

川町、本市が共同で設置した「阪神北広域こども急病センター」において対応してい

ます。一方、２次小児救急医療体制においては阪神北と三田とに分割し、阪神北圏域

においては、当院、市立伊丹病院、宝塚市立病院により、平日のみの「病院群輪番

制」を組んでいます。特に、当院の小児科の入院患者数に占める紹介患者数の割合は、

平成 19 年度で 42％と病院全体の入院患者数に占める紹介患者数の割合の 31％を上

回っており、また北部エリアにおける 0 歳から 14 歳までの入院患者数のシェアも

24.5％と病院全体の 11.8％を大きく上回っていることから、北部エリアにおいて重要

な機能を提供しているといえます。 

(b) 周産期医療 

兵庫県保健医療計画によると、阪神北医療圏域で分べんを取り扱っている施設は病

院 6 か所、診療所 7 か所、助産所 2 か所となっています。特に本市を含む 1 市 3 町に

おいては、妊娠・分べんに対応できる一般病院は当院とベリタス病院の 2 病院だけと

なっており、周産期医療のうち妊娠・分べん機能において当院は重要な機能を提供し

ているといえます。 

しかし、近年、全国的に産科診療の廃止や分べん取り扱いの中止、圏域の医師数の

減少などにより、周産期医療に支障をきたす状況が続いており、当院においても、平

成 17 年度に常勤医師が退職したことに伴い、妊娠・分べんの取り扱いを休止しまし

たが、現在のところ嘱託の産婦人科医師により対応しています。 
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出所: 市立川西病院管理資料/各消防署管理資料
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④  地域の医療機関との連携状況 

 当院は、北部エリアにおいて中核的な役割を担うとともに、1 市 3 町の 90％を超え

る医療機関からの紹介を受けており、紹介患者数も 3,163 人（平成 17 年度）から

3,244 人（平成 19年度）と微増傾向にあります。 

しかし、図表 8 に示しているよう

に近隣病院と 100 床当たりの紹介患

者数を比較すると、当院は最も少な

い水準となっており、特に 1 医療機

関当たりの紹介患者数は低水準と

なっています。 

当院の紹介患者数が少ない主な原

因として、次の二つがあげられます。 

一つは、地域の医療機関とのコ

ミュニケーションの不足です。 

地域の医療機関からの聞き取りによれば、これまで当院においては、地域の医療機

関に対して診療体制や診療内容についての情報提供が十分に行われていなかったため、

地域の医療機関とのコミュニケーションが十分にできていなかったと思われます。 

二つ目は、自病院内の連携体制の未整備です。 

紹介元医療機関においては、紹介患者の疾病や病状が当院側で対応可能か否かなど

の判断、ベッドの空き状況や医師・看護師への連絡などについて、いかに迅速に対応

してもらえるかを重視しています。 

また、患者を紹介した後、その患者の来院又は入院の報告、所見やその内容の報告、

施術した場合は術後経過の報告や紹介元医療機関への逆紹介など、紹介元医療機関に

対していかに迅速かつ確実に対応するかが重要と考えられます。 

そのため、地域医療室と医師・看護師等の連携体制がいかに整備されているかが重

要となってきますが、当院では権限が一元化されておらず、また連携体制も十分に整

備されていないため、紹介元医療機関の期待に応えられていなかったと思われます。 

図表図表図表図表8:平成平成平成平成19年度年度年度年度100床当床当床当床当たりたりたりたり紹介患者数比較紹介患者数比較紹介患者数比較紹介患者数比較（（（（人人人人））））
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東宝塚さとう病院

出所: 市立川西病院管理資料
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3. 市立川西病院の状況 

(1) 市立川西病院の保有する医療資源 

現在、当院は許可病床数 283 床（一般 280 床、人間ドック 3 床）となっており、

診療科は内科、小児科、外科、整形外科、産婦人科、耳鼻いんこう科、眼科、ひ尿器科、

麻酔科、放射線科の 10診療科があります。 

当院が保有する医療資源のうち、人員面、とりわけ医師の確保に関して、当院におい

ても安定的な確保が課題となっています。 

産婦人科では平成 17 年 12 月に常勤医師 3 名が退職したため、嘱託の医師により対応

していますが、分べん制限を行っているため、平成 19 年度の分べん件数は 288 件で、

産婦人科病棟（3 階北病棟）の病床利用率は 37％にとどまっています。医師数の減少は

平成 19 年度に入っても続いており、平成 19 年 12 月に耳鼻いんこう科の常勤医師２名

のうち 1名が退職したため、現在 1名体制での診療を行っています。 

一方、当院では内科、外科及び整形外科の患者数が多く、診療科別損益計算によれば

内科、外科及び整形外科で当院全体の 8 割の利益を計上しています。（巻末別表 2 参

照） 

内科及び外科においては内科が 11 名、外科 6 名の体制で診療を行っていますが、こ

のうち消化器系の専門医が内科 3 名、外科 6 名と多くなっており、特に内視鏡・腹腔鏡

手術の術件数は上部・下部消化器官及び肝臓、胆嚢、膵臓をあわせて他病院と比べても

高い手術件数となっています。 

整形外科では院長を含め 6 名体制で診療を行っていますが、手術症例数は大腿骨頸部

骨折や人工関節手術も含めて年間 400 件程度行っており、また、手術後のリハビリテー

ションについてもリハビリテーション科を中心に取り組んでいますが、セラピストの人

員数が不足しているため、潜在的なリハビリ患者の全てに対して十分な対応が図れてい

ない状況となっています。 
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(2) 市立川西病院の経営状況 

当院の平成 17 年度から平成 19 年度までの財務状況は、下記のとおりとなっています。 

 

①  時系列比較 

医業損益は、平成 17 年度から平成 19 年度まで継続して赤字基調となっています。医

業収益は平成 17 年度から平成 19 年度にかけて△1,102 百万円と大きく減少しています。 

このうち外来収益が△950 百万円と大きく落ち込んでいます。これは、平成 19 年度

に院外処方化を進めた結果、各診療科ともに投薬分の外来単価が減少したことが大きく

影響しています。 

また、院外処方化により医薬品費は減少していますが、結果として前述の外来収益の

減少以上の費用削減につながらず、赤字が拡大する一因となっています。 

一方、入院収益は平成 18 年度から平成 19 年度にかけて改善傾向にはありますが、平

成 17 年度の水準までは戻っていません。この原因のひとつとして前述の嘱託産婦人科

医師の対応による分べん制限があげられます。 

また、当院は平成 21 年度にＤＰＣ対象病院となるべく、平成 19 年度からＤＰＣ準備

病院へ参加したことに伴い平均在院日数を短縮してきていますが、それを補うだけの新

入院患者数を獲得できていないため、入院単価（患者一人当たり入院収益）は上昇して

いるものの、延入院患者数は大きく減少した結果となりました。 

比較貸借対照表

単位：百万円
② ① ①-②

H17 H18 H19 増減 増減率
流動資産 745       687       633       △55      -8%

現金及び預金 25         37         31         △6        12%

医業未収金 718       641       592       △49      -9%

たな卸資産 2           9           8           △1        102%

その他の流動資産 1           0           1           1           13%

固定資産 2,410    2,286    2,145    △142    -6%

有形固定資産 2,270    2,183    2,077    △106    -4%

償却資産 6,735    6,749    6,744    △5        0%

△)減価償却費 △4,526 △4,627 △4,728 △101    2%

土地 62         62         62         0           0%

無形固定資産 110       74         38         △36      -41%

その他の資産 30         30         30         -           0%

繰延勘定 24         20         15         △5        -20%

資産合計 3,178    2,993    2,792    △201    -6%

流動負債 1,103    1,054    1,239    185        6%

短期借入金 575       600       880       280        24%

未払金及び未払費用 509       435       337       △98      -19%

その他の流動負債 20         19         22         3           7%

固定負債 2,336    2,080    1,782    △298    -13%

借入資本金 2,336    2,080    1,782    △298    -13%

負債合計 3,439    3,134    3,021    △113    -6%

純資産合計 △261    △141    △229    △88      -6%

負債・純資産合計 3,178    2,993    2,792    △201    -6%

不良債務 △358    △367    △607    △240    

比較損益計算書

単位：百万円
② ① ①-② 3期
H17 H18 H19 増減 増減率

5,149   4,806   4,047   △1,102 -11.3%

2,729   2,489   2,561   △168    -3.1%

2,126   2,017   1,176   △950    -25.6%

116      144      149      33         13.3%

98        82        85        △13      -7.0%

80        74        77        △3       -2.2%

5,492   5,329   4,695   △797    -7.5%

1,754   1,604   907      △847    -28.1%

34% 33% 22%
2,801   2,770   2,823   22         0.4%

54% 58% 70%
442      442      458      16         1.8%

9% 9% 11%
291      308      303      11         2.0%

6% 6% 7%
204      204      205      1           0.3%

4% 4% 5%

△343  △522  △648  △305    37.4%

-7% -11% -16%
304      660      548      244       34.2%

他会計負担金 260      616      501      241       38.8%

その他 44        44        47        3           3.3%

282      261      228      △54      -10.0%

△321  △123  △328  △7       1.1%

-6% -3% -8%

委託費

その他経費等

医業収益

入院診療収益
外来診療収益
他会計負担金
室料差額
その他の医業収益

医業費用

材料費

給与費

経常利益率

減価償却費

医業損益
医業利益率
医業外収益

医業外費用
経常損益
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医業費用においては、前述の院外処方化や外来・入院患者数の減少に伴い材料費は減

少しています。一方、給与費は 22 百万円増加しており、このうち看護師及び薬剤師に

関する給与費は人員数の減に伴い減少傾向となっていますが、医師の給与費については、

主に嘱託医師の増により増加しています。 

医業外収益のうち他会計負担金が 241 百万円増加していますが、特に平成 18 年度か

ら小児医療経費補助金及び産婦人科医療確保経費補助金が新たに加わったことに起因し

ています。（図表 9参照） 

 

H17 H18 H19

医業収入 116,200 143,505 149,134 

救急医療態勢負担金 110,000 126,000 130,000 

医療相談等の経費負担金 6,200 17,505 19,134 

医業外収益 259,890 616,133 500,651 

看護師養成経費負担金 12,284 12,746 14,448 

企業債利息補助金 88,812 79,926 70,370 

医師等の研究研修費補助金 3,000 3,000 3,000 

准看護師養成に伴う実習運営経費補助金 5,400 5,400 5,400 

基礎年金拠出金の公的負担経費補助金 37,782 38,448 42,854 

高度医療経費補助金 40,000 40,000 30,000 

リハビリテーション医療経費補助金 13,000 10,000 10,000 

院内保育園運営経費補助金 7,700 7,700 7,700 

兵庫県市町村共済組合追加費用経費補助金 51,912 48,913 46,879 

小児医療経費補助金 0 150,000 140,000 

産婦人科医療確保経費補助金 0 220,000 130,000 

資本的収入 206,733 225,290 242,489 

建設改良費補助金 20,000 20,000 20,000 

企業債償還金補助金 186,733 205,290 222,489 

合計 582,823 984,928 892,274 

H17 H18 H19

医業収入 116,200 143,505 149,134 

救急医療態勢負担金 110,000 126,000 130,000 

医療相談等の経費負担金 6,200 17,505 19,134 

医業外収益 259,890 616,133 500,651 

看護師養成経費負担金 12,284 12,746 14,448 

企業債利息補助金 88,812 79,926 70,370 

医師等の研究研修費補助金 3,000 3,000 3,000 

准看護師養成に伴う実習運営経費補助金 5,400 5,400 5,400 

基礎年金拠出金の公的負担経費補助金 37,782 38,448 42,854 

高度医療経費補助金 40,000 40,000 30,000 

リハビリテーション医療経費補助金 13,000 10,000 10,000 

院内保育園運営経費補助金 7,700 7,700 7,700 

兵庫県市町村共済組合追加費用経費補助金 51,912 48,913 46,879 

小児医療経費補助金 0 150,000 140,000 

産婦人科医療確保経費補助金 0 220,000 130,000 

資本的収入 206,733 225,290 242,489 

建設改良費補助金 20,000 20,000 20,000 

企業債償還金補助金 186,733 205,290 222,489 

合計 582,823 984,928 892,274 

図表図表図表図表9：：：：他会計負担金他会計負担金他会計負担金他会計負担金のののの推移推移推移推移

（単位：千円）

 

以上の原因により経常損益が悪化した結果、当院の不良債務（流動資産－流動負債）

は平成 19 年度で 607 百万円となり、平成 18 年度 367 百万円と比べ 240 百万円増加して

います。 

なお、主な経営指標の推移については、巻末別表 3でまとめています。 



11 

②  ベンチマーク比較（目標とすべき指標比較） 

当院と同種同床規模で良好な経営状態の公立病院（以下、「比較病院」という。）は、

以下のとおりです。 

 

病床数（ 床 ） 医業収益 医業外収益

病院名
一
般

感
染
症

療
養計

実働
病床数

合計 入院収益 外来収益
他会計
補助金

他会計
補助金

国庫
補助金

川西病院（H18） 283 283 216 1,698 879 713 51 218 4

川西病院（H19）* 283 283 216 1,430 905 415 110 177 2

ＫＫ市民病院 351 6 357 343 2,500 1,445 932 42 86 5

Ａ市民病院 376 4 380 340 2,272 1,383 781 10 67 0

市立Ｎ病院* 320 320 269 1,636 1,051 456 99 18 2

ＫＳ市民病院 300 6 306 253 1,745 1,024 630 46 86 6

公立Ｋ総合病院 155 155 131 2,028 917 961 25 88 0

100床あたり医業収益と医業外収益（単位：百万円）

病院名の後に*が記載されている病院は、院外処方を行っている。

医業費用

病院名 合計 給与費
うち賃金・

報酬
うち退職
給与金

材料費
うち

薬品費
経費

うち
委託料

償却費

川西病院（H18） 1,883 979 127 0 567 444 260 156 72

川西病院（H19）* 1,659 998 133 0 320 186 264 162 72

ＫＫ市民病院 2,480 1,088 82 56 797 593 377 174 145

Ａ市民病院 2,258 1,001 64 75 688 368 309 155 250

市立Ｎ病院* 1,689 975 63 0 364 224 272 172 66

ＫＳ市民病院 1,836 954 78 10 558 392 205 112 112

公立Ｋ総合病院 2,036 1,086 144 0 561 437 172 70 134

100床あたり医業費用（単位：百万円）

出所: 市立川西病院 病院年報、平成18年度病院事業経営状況調査集計表

病床数（ 床 ） 医業収益 医業外収益

病院名
一
般

感
染
症

療
養計

実働
病床数

合計 入院収益 外来収益
他会計
補助金

他会計
補助金

国庫
補助金

川西病院（H18） 283 283 216 1,698 879 713 51 218 4

川西病院（H19）* 283 283 216 1,430 905 415 110 177 2

ＫＫ市民病院 351 6 357 343 2,500 1,445 932 42 86 5

Ａ市民病院 376 4 380 340 2,272 1,383 781 10 67 0

市立Ｎ病院* 320 320 269 1,636 1,051 456 99 18 2

ＫＳ市民病院 300 6 306 253 1,745 1,024 630 46 86 6

公立Ｋ総合病院 155 155 131 2,028 917 961 25 88 0

100床あたり医業収益と医業外収益（単位：百万円）

病院名の後に*が記載されている病院は、院外処方を行っている。

医業費用

病院名 合計 給与費
うち賃金・

報酬
うち退職
給与金

材料費
うち

薬品費
経費

うち
委託料

償却費

川西病院（H18） 1,883 979 127 0 567 444 260 156 72

川西病院（H19）* 1,659 998 133 0 320 186 264 162 72

ＫＫ市民病院 2,480 1,088 82 56 797 593 377 174 145

Ａ市民病院 2,258 1,001 64 75 688 368 309 155 250

市立Ｎ病院* 1,689 975 63 0 364 224 272 172 66

ＫＳ市民病院 1,836 954 78 10 558 392 205 112 112

公立Ｋ総合病院 2,036 1,086 144 0 561 437 172 70 134

100床あたり医業費用（単位：百万円）

出所: 市立川西病院 病院年報、平成18年度病院事業経営状況調査集計表  

100 床当たりの医業収益について比較病院と比べた結果、特に入院収益は低い水準と

なっています。 

一方、100 床当たりの医業費用については、比較病院と同程度の水準となっています

が、現状の当院の実稼働病床数が 210 床程度であることを考慮すると、医業費用全体が

高い水準となっています。 
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III．実行計画の策定 

前章の当院をめぐる現状分析を踏まえ、地域医療の確保に向けて、今後当院が果たすべき

役割を明らかにするとともに、その役割を将来においても十分に果たすことができるよう実

行計画を策定します。 

1. 公立病院に期待される役割 

国の「公立病院改革ガイドライン」においては、公立病院をはじめとする公的病院の果

たすべき役割として、地域において提供されることが必要な医療のうち、採算性等の面か

ら民間医療機関による提供が困難な医療を提供するとして、下記 4 項目を具体的に例示し

ています。 

① 山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地域における一般医療の

提供 

② 救急・小児・周産期・災害などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供 

③ 県立がんセンター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある

高度・先進医療の提供 

④ 研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能 

 

2. 市立川西病院が担っている公立病院としての役割 

当院は、「立地面」「救急機能面」「診療機能面」において公立病院として重要な役割を

担っています。 

①  「立地面」における役割 

当院が位置する本市北部及び猪名川町、能勢町、豊能町（以下、「北部エリア」とい

う。）においては 200 床以上の一般病院がありません。（図表 10 参照） 

実際、当院の入院患者のうち 8 割以上が北部エリアからの患者となっており、北部エ

リアにおいて、1市 3町の入院機能提供の中心的役割を担っています。（図表 11参照） 
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②  「救急機能面」における役割 

当院は、本市の救急告示病院の 1 つ

として救急医療を実施しています。本

市を含む 1 市 3 町の救急体制において

は、北部の当院、中部のベリタス病院、

南部の協立病院の 3 病院が中心となっ

て担っています。 

1 市 3 町の救急隊の救急搬送先病院

では、北部の当院、中部のベリタス病

院、南部の協立病院がそれぞれ 20％程

度を受け入れており、特に北部エリアを中心に、地域における救急体制の一端を担って

います。（図表 12 参照） 

 

③  「診療機能面」における役割 

当院は、公立病院における主な診療機能として現在、小児科での小児医療機能及び産

婦人科での妊娠・分べん機能を有しています。 

図表図表図表図表10：：：：川西市川西市川西市川西市にににに隣接隣接隣接隣接するするするする市町市町市町市町におけるにおけるにおけるにおける病院病院病院病院のののの分布分布分布分布

市立川西病院

300床以上の病院

100床以上
300床未満の病院

豊能町

箕面市

川西市

池田市
宝塚市

猪名川町

能勢町

北部北部北部北部エリアエリアエリアエリア

伊丹市

市立川西病院

協立病院

ベリタス病院

その他

図表図表図表図表12：：：：1市市市市3町救急隊町救急隊町救急隊町救急隊によるによるによるによる救急搬送先病院救急搬送先病院救急搬送先病院救急搬送先病院（（（（再掲再掲再掲再掲））））

出所: 市立川西病院管理資料/各消防署管理資料
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図表図表図表図表12：：：：1市市市市3町救急隊町救急隊町救急隊町救急隊によるによるによるによる救急搬送先病院救急搬送先病院救急搬送先病院救急搬送先病院（（（（再掲再掲再掲再掲））））

出所: 市立川西病院管理資料/各消防署管理資料
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3,019 2,993 2,743
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0
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出所：市立川西病院管理資料
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図表図表図表図表1１１１１：：：：平成平成平成平成19年度退院患者数年度退院患者数年度退院患者数年度退院患者数とそのとそのとそのとその割合割合割合割合
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小児医療機能においては、平成 17 年 6 月から小児科の常勤医師数が 3 名から 2 名に

減少しましたが、小児科の入院患者数に占める紹介患者数の割合は、平成 19 年度では

42％と病院全体の入院患者数に占める紹介患者数の割合の 31％を大きく上回っており、

地域において重要な診療機能を提供しています。 

妊娠・分べん機能においては、平成 17 年度の医師数減少に伴い、分べん件数は平成

18 年度に 175 件と大幅に減少しましたが、嘱託の産婦人科医師の対応により、分べん件

数は平成 19 年度で 288 件まで回復しています（図表 13参照）。 

また、北部エリアの「妊娠・分べん」推定入院患者の 30％以上が当院を利用している

と推計（市立川西病院管理資料、厚生労働省統計要覧及び平成 17 年度国勢調査から算

定）されることから、妊娠・分べん機能においても、地域において重要な診療機能を提

供していると思われます。（図表 14参照） 

 

 

 

 

 

 

 

3. 市立川西病院が今後果たすべき役割 

①  兵庫県保健医療計画の状況 

平成 20 年 4 月に公表された「兵庫県保健医療計画」においては、4 疾病（がん、脳卒

中、急性心筋梗塞、糖尿病）5 事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、

小児救急を含む小児医療）の医療連携体制の構築及び在宅療養体制の充実、さらには医

療機関の医療機能の明示に重点を置いて計画の見直しを行っています。 

このうち、地域医療における病院相互の機能分担においては、適切な相互の機能分担

と連携を進め、県民への良質な医療提供を効率的に行うことをめざすとしています。特

に、市町立等の公立病院は、4 疾病 5 事業など多様な医療分野で、日常生活圏において

通常必要とされる入院医療及び専門医療を担う中核的な病院としての役割を果たしてい

ることから、限られた医療資源を効率的に活用するとともに医療機能を充実させるため、

病院間の機能分担、再編・ネットワーク化を図り、適切な医療機能の再編整備を進める

としています。 

図表図表図表図表14：：：：推定入院患者数推定入院患者数推定入院患者数推定入院患者数とととと当院推定入院当院推定入院当院推定入院当院推定入院シェアシェアシェアシェアのののの関係関係関係関係

北部エリアにおける「妊娠・分娩」患者の
30%以上の患者が当院を利用していると考えられる
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北部エリアにおける「妊娠・分娩」患者の
30%以上の患者が当院を利用していると考えられる
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図表図表図表図表13：：：：分娩件数分娩件数分娩件数分娩件数のののの年度別推移年度別推移年度別推移年度別推移

出所: 市立川西病院管理資料
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②  地域医療確保のために果たすべき役割 

当院が所属する阪神北医療圏の重点的な取り組みとして、小児救急医療と周産期医療

があげられています。 

小児救急医療では、1 次小児救急医療体制を担っている阪神北広域こども急病セン

ターの円滑な運営を維持していくため、関係市町、医師会、兵庫県、病院が連携して医

師等医療資源確保に取り組んでいくとともに、病院群輪番制に民間病院の積極的な参画

を促して 2次小児救急医療体制の強化を図るとしています。 

周産期医療に関しては、阪神南北を一つの医療圏（阪神医療圏）とし、地域周産期母

子医療センターとしての兵庫医科大学病院、県立塚口病院を核として、NICU（新生児集

中治療室）を有する市立伊丹病院や県立西宮病院等 6 か所の協力病院と連携を図ってい

くとしています。 

 

4. 一般会計負担金の考え方 

一般会計において負担すべき経費として「①その性質上当該地方公営企業の経営に伴う

収入を持って充てることが適当でない経費」及び

「②当該地方公営企業の性格上能率的な経営を

行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充

てることが客観的に困難であると認められる経

費」があげられます。 

本市では上記の考え方に基づき、これまで一般

会計において負担すべき経費として右記の経費を

負担してきました。特に当院が公立病院の役割と

してあげている、医療機関の少ない地域である北部エリアを中心とした入院機能の提供

（立地面）や前述の兵庫県保健医療計画にも当院が今後も果たしていくべき役割としてあ

げられている 1 市 3 町における救急機能の提供（救急機能面）、小児医療機能 及び妊娠・

分べん機能の提供（診療機能面）については、その役割に合致する経費として①に該当す

ると考えられるため、経費を重点的に負担してきました。なお、当院に対する一般会計負

担金の算定基準（繰出基準）は巻末別表 4にまとめています。 

【【【【①①①①にににに該当該当該当該当するとするとするとすると考考考考えられるえられるえられるえられる経費経費経費経費】】】】
• 救急医療態勢経費

• 小児医療経費

• 周産期医療経費

【【【【②②②②にににに該当該当該当該当するとするとするとすると考考考考えられるえられるえられるえられる経費経費経費経費】】】】
• 医療相談等に要する経費

• 看護師養成経費

• 企業債償還利息

• 建設改良費

• 医師・看護師等研究研修費

• 伊丹市医師会立准看護高等専修学校

看護学生実習運営経費

• 基礎年金拠出金の公的負担経費

• 高度医療経費

• リハビリテーション医療運営経費

• 院内保育園運営経費

• 兵庫県市町村職員共済組合追加費用経費
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当院が公立病院として今後も安定的・継続的に医療活動を行っていくためには、当該一

般会計から負担していくことは必要であることから、今後もこれまでと同様の水準で一般

会計において経費を負担していくこととします。 

ただし、各支出項目及び算定基準等については、今後とも精査を行っていきます。 

 

5. 経営効率化に係る計画 

当院は本市北部に位置しており、北部エリアにおける唯一の一般病院として、救急機能

や小児医療機能、妊娠・分べん機能の提供を含めて 1 市 3 町における入院機能提供の中心

的役割を果たしてきました。 

しかしながら、平成 17 年度から平成 19 年度にかけて院外処方化に伴う外来単価の低下

及び外来患者数の減による外来収益の減少や産科医師不足による分べん数の制限、ＤＰＣ

準備病院への参加に伴う平均在院日数短縮による入院収益の減少によって医業収益が減少

した結果、医業損失は拡大しており、医業収支及び経常収支は赤字基調が続いています。 

そのため、「医療の質の向上」、「経営状況の改善」、「職員の意欲向上」を 3 つの柱とし

て経営の効率化を図っていきます。 

 

(1) 医療の質の向上 

①  消化器センターの新設 

北部エリアの患者数は増加傾向にあり、疾病別にみると「循環器系」「悪性新生

物」の患者の伸びが想定されます。「循環器系」疾患は、現状においても推定患者数

が最も多く、今後の伸び率も高いと考えられますが、当院では「循環器系」疾患の患

者に対しては専門医や医療機器等の医療資源が不足しているため、十分な治療を提供

できる体制となっていません。 

一方、「消化器系」疾患の患者に対しては、消化器系を専門とする医師が内科系・

外科系共にそろっており、特に大腸がんは、腹腔鏡手術も含めて高度医療を提供でき

るだけの医療供給体制が充実しています。資金や人材等限られた医療資源を有効に活

用するためには、現状の強みである消化器系疾患、特に悪性新生物に対する治療にお

いて消化器センターを新設し、内科及び外科の連携を強化することで、安全で高度な

専門医療の充実を図っていきます。 
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消化器センターを新設することで、病院内部においては消化器センターを軸に内科

系と外科系及び医師と看護師、コメディカルといった医療職間の連携の強化やチーム

医療の促進が期待できるとともに、病院外部に対しては当院の専門性を強調し、専門

医療を充実することで医師や看護師等を確保しやすい体制を図っていくことが期待で

きます。 

�  計画概要 

消化器センターの新設にあたっては、単に名称のみを消化器センターに変更すると

いうのではなく、検査、治療及びその後のフォローも含めた一連の治療活動をすべて

提供できるいわゆる「ワンストップサービス」により、当院の強みを活かしていく必

要があります。 

検査においては、内視鏡チームを編成し、新たに内視鏡室の設置と内視鏡機器の新

規投入を行っていくとともに、検査結果についても、内科・外科の双方の観点から診

断や治療方法等について検討していく体制を構築していきます。 

治療においては、内科・外科による合同カンファレンス等を通じて連携を強化する

とともに、腹腔鏡チームを編成し、チーム内で教育体制を整えることで、医療水準を

さらに高めていきます。 

その後のフォローにおいても、すでに当院で設置している緩和ケアチームや化学療

法室と前述の内視鏡チーム、腹腔鏡チームとの合同カンファレンス等を通じて実施し

ていきます。 

�  実施時期 

平成 20 年度中に、医師、看護師等によるワーキンググループを院内に設置し、平

成 21年度から実施できる体制を目標とします。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては、内視鏡室の設置に伴う追加投資として、平成 21 年度に内視

鏡室設置に伴う工事費用等 3 百万円と内視鏡 4 台（胃カメラ・大腸ファイバー）の追

加購入 10 百万円に伴う減価償却費 2 百万円/年を平成 21 年度から 5 年間見込んでい

ます。 

�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、内視鏡検査件数（胃カメラ・大腸ファイ

バー）、消化器系手術件数を設定します。 
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(2) 経営状況の改善 

①  地域連携の強化 

当院の入院患者に占める入院経路の構成

割合をみると、「外来」経路の入院患者が

最も多く、次いで「救急」経路、「紹介」

経路の順となっています。一方、図表 15

にあるように入院経路別の入院化率（それ

ぞれの入院経路で病院を訪れた患者のうち、

入院となった患者の割合）を見ると、当院

では「紹介」経路がもっとも高くなってい

ることから、紹介患者の増加に対する対策が入院患者の増加に最も効果があるものと

考えられます。 

しかしながら、１市３町の医療機関における国保レセプトによれば、当院に対する

1 医療機関（診療所）当たりの紹介患者は、外来患者数が多い（規模の大きい）医療

機関であっても、当院への紹介患者が年間 50 件以上の医療機関は、紹介元医療機関

全体の 2割程度にとどまっています。（図表 16 参照） 
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医療機関数 紹介患者数
0

50

100
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図表図表図表図表16：：：：1市市市市3町医療機関町医療機関町医療機関町医療機関におけるにおけるにおけるにおける「「「「国保国保国保国保レセプトレセプトレセプトレセプト外来患者数外来患者数外来患者数外来患者数」」」」とととと「「「「市立川西病院市立川西病院市立川西病院市立川西病院へのへのへのへの紹介患者数紹介患者数紹介患者数紹介患者数」」」」のののの関係関係関係関係

1ヶ月の外来患者数
（国保レセプト）

市
立
川
西
病
院
へ
の
紹
介
患
者
数
（年
間
） 約約約約20%

約約約約70%

紹介患者数が
年間50件未満の

医療機関

紹介患者数が
年間50件以上の

医療機関

約約約約80%がががが、、、、紹介患者数紹介患者数紹介患者数紹介患者数がががが
年間年間年間年間50件未満件未満件未満件未満となっているとなっているとなっているとなっている

1ヶヶヶヶ月月月月のののの外来患者数外来患者数外来患者数外来患者数がががが
150人以上人以上人以上人以上のののの医療機関医療機関医療機関医療機関

（人）

（人）

 

入院患者の増加につながりやすい紹介患者を増やしていくため、現在の「地域医療

室」を「地域医療連携室」として、強化・集中を行う消化器系疾患を中心に地域の医

療機関及び医師会との連携・協力体制を新たに構築していきます。 

 

図表図表図表図表15：：：：入院経路別入院化率入院経路別入院化率入院経路別入院化率入院経路別入院化率のののの推移推移推移推移
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出所: 市立川西病院管理資料
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�  計画概要 

地域医療連携室の強化にあたっては、「地域の医療機関への情報提供」、「自病院内

の連携体制整備」及び「地域連携の枠組みの主体的な構築」の 3 つの課題に対して対

策を講じていきます。 

 

� 地域の医療機関への情報提供 

地域連携を強化するためには、地域の医療機関とのコミュニケーションが重要とな

ります。特に地域の医療機関が「かかりつけ医」として、診ている患者を他の医療機

関へ紹介するに当たっては医療の専門性を重視するため、紹介先の医療機関がどのよ

うな専門性を有している

のか、適切に対応できる

体制が整っているのかと

いった情報が重要である

ことから、当院が提供す

る医療機能、体制や実績

等の情報をタイムリーに

提供し、地域の医療機関

に十分に認知してもらう

ことが必要となります。 

情報提供のためのアプローチとして、冊子・メーリングリストによる直接的な情報

提供とセミナーなどによる間接的な情報提供を行っていきます。 

冊子・メーリングリストは、地域の医療機関に対して詳細な情報をタイムリーに把

握してもらう観点から、地域の医療機関の希望を踏まえながら、医師と地域医療連携

室が中心となって医師の専門性や手術件数、空床情報等を提供していきます。 

また、地域の医療機関に向けたセミナー・懇話会は、当院独自に行うだけでなく、

医師会等と連携しながら、年間計画を立てて定期的に情報提供を行っていきます。

（図表 17参照） 

 

 

 

媒体媒体媒体媒体 頻度頻度頻度頻度 ポイントポイントポイントポイント

冊子
年2回

程度

� 導入している検査機器・診断機器の説明や新任医師の専

門分野、また手術件数などの情報提供を主とする

メーリングリスト 毎日

� 空床情報など毎日更新される情報を主とする

� メーリングリストに登録することで1回のメールで全ての登

録医療機関に送付できるようにする

セミナー・懇話会
毎年

定期的

� 医師会等と共催することで、地域の医療機関のニーズを

把握するとともに、参加を促す

� 開業医との懇話会の場合は、医師生涯教育制度の単位

となるセミナーとすること、連携に伴う診療報酬の上昇に

関するセミナーとすることなど開業医にとってメリットとな

るものを行う

� セミナーのテーマ・規模に関しては医師が決定し、その他

の業務は地域医療連携室が行う

媒体媒体媒体媒体 頻度頻度頻度頻度 ポイントポイントポイントポイント

冊子
年2回

程度

� 導入している検査機器・診断機器の説明や新任医師の専

門分野、また手術件数などの情報提供を主とする

メーリングリスト 毎日

� 空床情報など毎日更新される情報を主とする

� メーリングリストに登録することで1回のメールで全ての登

録医療機関に送付できるようにする

セミナー・懇話会
毎年

定期的

� 医師会等と共催することで、地域の医療機関のニーズを

把握するとともに、参加を促す

� 開業医との懇話会の場合は、医師生涯教育制度の単位

となるセミナーとすること、連携に伴う診療報酬の上昇に

関するセミナーとすることなど開業医にとってメリットとな

るものを行う

� セミナーのテーマ・規模に関しては医師が決定し、その他

の業務は地域医療連携室が行う

図表図表図表図表17：：：：情報提供情報提供情報提供情報提供のののの方法方法方法方法

地域の医療機関に向け
た地域医療懇話会

目玉診療科の医療に関
するセミナー
(消化器系)
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� 自病院内の連携体制整備 

地域の医療機関（紹介元医療機関）から患者の紹介を受けた際には、紹介患者及び

紹介元医療機関に満足してもらえるよう、予約受付機能の強化、返書管理・逆紹介の

徹底、後方病院との連携強化に取り組んでいきます。 

予約受付機能の強化 

紹介元医療機関が病院へ患者の紹介を行う際、紹介患者の疾病や病状によって当

該病院で対応可能かどうかの判断、ベッドの確保や医師への連絡など院内での連携

がいかに迅速かつ的確にできるかが重要となります。 

紹介元医療機関への迅速で的確な対応能力を高めるため、対応マニュアルの整備、

予約受付担当者の教育、予約受付時間の延長といった対策を講じていくとともに、

医師・看護師と地域医療連携室との連携強化を行っていきます。（図表 18参照） 

紹介元医療機関

地
域
医
療
連
携
室 医師

対応マニュアルの整備 予約受付担当者の教育 医師・看護師との連携強化予約受付時間の延長

POINT 1

紹介元医療機関への
迅速で的確な対応能力

市立川西病院市立川西病院市立川西病院市立川西病院

• 業務品質･効率の均一化を
図るために、様々な場面を想
定した「対応マニュアル」の
整備が必要となる

• 紹介元医療機関に対して、的確な
回答を行うために、医学用語などに
精通している必要がある

• 勉強会の開催や看護師経験者を
予約受付担当者に配置する

• 土曜日も診察を行っている紹
介元医療機関からの予約を
受け付けるため、土曜日も地
域医療連携室は業務を行う

看護師

POINT 2

自病院内での連携強化と
地域医療連携室への権限付与

POINT 1にににに関関関関するするするする施策施策施策施策 POINT 2にににに関関関関するするするする施策施策施策施策

予約予約予約予約のののの申申申申しししし込込込込みみみみ

予約予約予約予約のののの回答回答回答回答

図表図表図表図表18：：：：予約受付機能予約受付機能予約受付機能予約受付機能のののの強化強化強化強化

 

返書管理・逆紹介の徹底 

地域連携を強化するためには、紹介元医療機関とタイムリーに情報を共有し、当

院で治療が必要な急性期の状況を脱した患者は、かかりつけ医である紹介元医療機

関に逆紹介するといった体制の構築が必要です。紹介元医療機関と共有すべき情報

として、紹介患者の来院又は入院、退院といった情報だけでなく、紹介患者の所見

の報告とその内容、紹介患者へ手術を行った場合には、術後の経過に関する報告等

があげられますが、これらの情報はできるだけタイムリーかつ確実に報告（返書）

することが重要となります。 
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これら返書管理及び逆紹介の徹底を行うためには、紹介情報を一元的に管理する

ことが重要であるため、地域医療連携室で一元管理し、院内の返書督促制度の整備

と逆紹介管理の徹底を行っていきます。（図表 19参照） 

返書督促制度の整備 逆紹介管理の徹底

紹介元
医療機関

地
域
医
療
連
携
室

医師

紹
介
患
者
受
付

医師

医
療
事
務
担
当

診
療
科
受
付

紹介元
医療機関

• 地域医療連携室を通さない紹介があった場
合、医師のところで紹介状が止まってしまう
可能性がある

• そこで、医療事務担当や診療科受付等、医
師の近くで業務を行っている部署が、医師の
手を煩わせることなく、全ての紹介状を取り
纏め地域医療連携室に渡す必要がある

紹介状取り纏めの徹底

①①①①診察診察診察診察

②②②②検査検査検査検査・・・・入院入院入院入院のののの予約予約予約予約

• 医師への返書の督促・逆紹介管理は共に「
紹介状取り纏めの徹底」を行うことで可能と
なる

• 返書督促・逆紹介管理は共に地域医療連携
室の重要な評価指標とし、医師に対して直
接行う

POINT 1

地域医療連携室による
紹介情報の一元化

POINT 2
地域医療連携室に
よる 徹底した管
理システム構築

②②②②紹介状紹介状紹介状紹介状をををを

直接医師直接医師直接医師直接医師にににに渡渡渡渡すすすす①①①①診察診察診察診察

⑤⑤⑤⑤紹介状紹介状紹介状紹介状をををを取取取取りりりり纏纏纏纏めめめめ

④④④④診察診察診察診察③③③③来院来院来院来院

③③③③紹介状紹介状紹介状紹介状をををを

取取取取りりりり纏纏纏纏めめめめ

④④④④紹介状紹介状紹介状紹介状をををを取取取取りりりり纏纏纏纏めめめめ

患者パターン2

患者パターン1

POINT 1にににに関関関関するするするする施策施策施策施策 POINT 2にににに関関関関するするするする施策施策施策施策

• 医師への返書の督促・逆紹介管理は共に「紹
介状取り纏めの徹底」を行うことで可能となる

• 返書の督促は、紹介患者が来院したその日の
うちに必ず行う

• 返書督促・逆紹介管理は共に地域医療連携室
の重要な評価指標とし、医師に対して直接行う

図表図表図表図表19：：：：返書管理返書管理返書管理返書管理/逆紹介逆紹介逆紹介逆紹介のののの徹底徹底徹底徹底

 

後方病院との連携強化 

患者の状態等によっては療養型病院等のいわゆる後方病院への転院が必要な場合

も考えられるため、紹介元医療機関と同様に後方病院に対しても、地域医療連携室

を中心に渉外活動を行っていくとともに、後方病院から空床情報を毎日、メールや

電話などで提供してもらうといった共有システムの構築を行っていきます。（図表

20 参照） 

後方病院

①渉外活動

後方病院から空床情報を毎日、メールや電話などで提供してもらう

� 渉外担当員が、後方病院からの連絡に対応し、それらの情報を取り
纏めることが望ましい

②毎日の空床情報を提供

当院の情報(医師の専門性や手術件数、医療機器など)を提供する

� 直接、後方病院に伺うこと(可能であれば医師も同伴)がリレーション
構築には望ましい

①渉外活動

後方病院の空床情報は、即時、メール等で各診療科に提供する

� 後方病院とのリレーション/信頼関係の維持のため、即時提供するこ
とが必要となる

③後方病院からの空床情報を随時提供

各診療科は、後方病院の情報をあらかじめ把握しておき、患者の状態
や住所に合わせて転院先の後方病院を決定する

� 後方病院の情報は、渉外活動を行う際に把握しておく。また情報は
エクセルやアクセスを用いてデータベース化すると共に、どこでもす
ぐに情報を検索できるように紙にも出力しておくことが望ましい

④患者の退院調整・転院

図表図表図表図表20：：：：後方病院後方病院後方病院後方病院とのとのとのとの連携強化連携強化連携強化連携強化

地
域
医
療
連
携
室

③後方病院からの空床情報
を随時提供

各診療科

④患者の退院
調整・転院

②毎日の空床
情報を提供
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� 地域連携の枠組みの主体的な構築 

地域医療を充実させるための地域連携の枠組みについては、当院が中心となって構

築する必要があります。そのためには、登録医制度の導入、地域医療連携パスの利用

及び後期高齢者医療の枠組みの構築により、地域の医療機関にもメリットを提供する

必要があります。また、地域医療連携室自体を院長直轄とし、院長は、後述の経営責

任者と協議を行いながら業務内容に応じた人員配置を行います。（図表 21参照） 

• 前方連携と後方連携において渉外
業務を担当する

• 入院患者の退院調整を行う

渉外渉外渉外渉外・・・・退院調整担当人員退院調整担当人員退院調整担当人員退院調整担当人員(2名名名名)

• 紹介状の取り纏めと返書管理・逆
紹介管理を主として行う

• 返書管理・逆紹介管理に関しては
医師等に直接督促を行う

返書管理担当人員返書管理担当人員返書管理担当人員返書管理担当人員(1名名名名)

• 地域の医療機関からの予約申し込
みの対応を行う

• 予約受付後、看護師等と連携を取
り入院までの全てを管理する

予約受付担当人員予約受付担当人員予約受付担当人員予約受付担当人員(1名名名名-2名名名名)

• 地域連携のための仕組み構築を主たる業務とする
• 渉外業務も、その重要性に鑑みて同行する

室長室長室長室長(1名名名名)

院長院長院長院長院長院長院長院長

POINT 1

院長直属として
権限を付与する

POINT 2

原則的には業務内容毎に
人員を配置し専門化を図る

地域医療連携室地域医療連携室地域医療連携室地域医療連携室

図表図表図表図表21：：：：地域連携地域連携地域連携地域連携のためののためののためののための仕組仕組仕組仕組みみみみ構築構築構築構築
経営責任者経営責任者経営責任者経営責任者経営責任者経営責任者経営責任者経営責任者

 

これらの対策を実施していくことで、患者満足度の向上など患者中心の医療の提

供を実現し、当院での診療に満足できる診療情報の積極的な提供やインフォームド

コンセントの充実、職員意識の啓発に取り組むとともに、本市北部のみならず、中

部・南部や猪名川町、能勢町、豊能町への公開講座等の実施によるＰＲ活動を通し

て、当院の医療提供機能を周知していきます。 

�  実施時期 

平成 20 年度中に、医師、看護師等によるワーキンググループを設置し、平成 21 年

度から実施できる体制を目標とします。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては、地域医療連携室の設置に伴う追加投資として、平成 21 年度

に地域医療連携室設置に伴う工事費用等 2 百万円、地域医療連携室職員 2 名増員に関

する追加投資 8百万円を予定しています。 

�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、診療科別 1 日当たり入院患者数、病床利

用率、紹介患者数、逆紹介患者数、紹介元医療機関への返書件数、公開講座実施件数

を設定します。 
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②  多様化する患者ニーズへの対応 

当院の医療圏である北部エリアにおいても、高齢化の進展に伴い、外来・入院とも

に患者数が増加することが予想されます。一方で医療技術の進歩もあり、患者や周辺

医療機関のニーズも多様化してきています。 

このように多様化する患者ニーズに対応するため、ＤＰＣの導入、入院患者への個

別リハビリテーションや服薬指導等の強化、看護度に応じた病棟の見直しと個室等の

増設、ＭＲＩ等の更新や病院駐車場の適正利用等の各施策を実施していきます。 

 

(a) ＤＰＣの導入 

�  計画概要 

現在の医療制度においては、急性期を中心に良質な医療の提供と収益性の向上を図

るため、診療報酬制度に的確に対応し、できるだけ早期にＤＰＣを導入していくこと

が必要です。当院も平成 19 年度にＤＰＣ準備病院として参加し、診療情報の管理体

制の整備と平均在院日数の短縮に努めてきたところから、早期導入をめざします。 

�  実施時期 

平成 21 年度のＤＰＣ導入を目標とします。 

�  想定している追加投資 

ＤＰＣによる診療報酬体系に対応するため、平成 20 年度に医事会計システムの更

新を行います。 

�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、クリティカルパス導入率、入院診療単価

を設定します。 
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(b) 入院患者への個別リハビリテーションの強化 

�  計画概要 

現在、当院のリハビリテーション科はＰＴ５名の体制でリハビリを提供しています

が、人員数が足りないために、リハビリを実施することが望ましい潜在的なリハビリ

患者全てに十分なリハビリを提供することが困難な状況です。また、ＯＴがいないた

め、診療報酬の低い脳血管疾患リハビリテーション料(Ⅲ)しか算定できていない状況

となっています。 

図表 22 にあるように現在の入院患

者の構成でも、脳血管疾患リハビリ

を行う必要がある内科患者が約 60 名

近く存在していると推測されるため、

既存のリハビリ患者を含め、患者 1

人当たり平均 2 単位（40 分）のリハ

ビリを実施するための必要なセラピ

ストの人数は 12 名（セラピスト 1 人

当たりの 1 日当たりの上限単位数 19

単位）と試算されることから、本施策においては平成 21 年度から平成 23 年度にかけ

てセラピストを 7 名採用し、診療報酬の高い脳血管疾患リハビリテーション料(Ⅰ)を

めざします。 

また、個別リハビリを実施することが望ましい患者に対して、確実にリハビリを提

供していくために、各病棟における医師や看護師とセラピストとの間で定期的なカン

ファレンスを実施するなど、情報交換を円滑に実施できる体制を構築します。 

�  実施時期 

平成 21 年度には、脳血管リハビリテーション料（Ⅱ）の取得を、平成 22 年度には

脳血管リハビリテーション料（Ⅰ）の取得をめざします。 

�  想定している追加投資 

現在使用している機能訓練室は 160 ㎡以上あることから、セラピスト増員に関する

追加投資を予定しています。セラピストの人件費は当院のセラピスト平均人件費であ

る約 7 百万円とし、平成 21 年度は 7 百万円、平成 22 年度は 29 百万円、平成 23 年度

は 15百万円の人件費増加を見込んでいます。 

15

33

97

44

0

40

80

120

内科 整形外科

図表図表図表図表22：：：：内科内科内科内科・・・・整形外科整形外科整形外科整形外科ののののリハビリリハビリリハビリリハビリ対象患者数対象患者数対象患者数対象患者数

現状現状現状現状

リハビリを行っていない
内科患者の、約60%以上が、

脳血管疾患リハビリの対象患者

リハビリ
患者数

入院
患者数

出所: 市立川西病院管理資料

（人）
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�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、セラピスト 1 人の 1 日当たり個別リハ実

施単位数を設定します。 

 

(c) 入院患者への服薬指導の強化 

�  計画概要 

現状の業務調査を行った結果、服薬指導 1 件につき、準備の時間等を加味すると約

40 分程度かかっており、その中でも薬歴情報の管理が現状システムの制限等により手

書き作業が中心となっており、最も時間がかかっている状況となっています。 

このため、オーダリングシステムの更新に合わせて薬歴情報管理システムを導入し、

10 分程度の軽減が想定されることから、既存の人員体制において服薬指導の件数を増

加させていきます。 

�  実施時期 

平成 20 年度中に、薬剤部を中心とするワーキンググループを院内に設置し、平成

21 年度のオーダリングシステムの更新に合わせて実施していくこととします。 

�  想定している追加投資 

薬歴情報管理システムは、オーダリングシステムの更新の中で計上することとして

います。その他の服薬指導に係る追加投資は予定していません。 

�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、服薬指導回数、退院時服薬指導回数を設

定します。 

 

(d) 看護度に応じた病棟の見直しと個室等の増設 

�  計画概要 

現在、当院の各病棟の内、稼働率が低い病棟は、3 階の北病棟と南病棟で、それぞ

れ 37％と 55％になっています（図表 23 参照）。また、各病棟は診療科別の編成が行

われていますが、診療科によっては療養期の患者が多い病棟もあることから、病棟ス

ペースの活用と看護師の配置が効率的に行われていない状況になっています。 
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北北北北 南南南南

5F 病床数： 48床 病床数： 42床(19床)

4F 病床数： 50床 病床数： 46床

3F

診療科： 産婦人科

病床数： 14床

＋＋＋＋

システムシステムシステムシステム室等室等室等室等

病床数： 41床

北北北北 南南南南

5F 病床数： 48床 病床数： 42床(19床)

4F 病床数： 50床 病床数： 46床

3F

診療科： 産婦人科

病床数： 14床

＋＋＋＋

システムシステムシステムシステム室等室等室等室等

病床数： 41床

北北北北 南南南南

5F

診療科： 内科

病床数： 51床(5床)

稼働率： 88%

診療科： 内科

病床数： 54床(5床)

稼働率： 87%

4F

診療科： 整形外科

病床数： 50床(9床)

稼働率： 82%

診療科： 外科・泌尿器科

病床数： 49床

稼働率： 88%

3F

診療科： 産婦人科

病床数： 35床

稼働率： 37%

診療科： 小児科・眼科

病床数： 44床

稼働率： 55%

北北北北 南南南南

5F

診療科： 内科

病床数： 51床(5床)

稼働率： 88%

診療科： 内科

病床数： 54床(5床)

稼働率： 87%

4F

診療科： 整形外科

病床数： 50床(9床)

稼働率： 82%

診療科： 外科・泌尿器科

病床数： 49床

稼働率： 88%

3F

診療科： 産婦人科

病床数： 35床

稼働率： 37%

診療科： 小児科・眼科

病床数： 44床

稼働率： 55%

療養期患者療養期患者療養期患者療養期患者

急性期患者急性期患者急性期患者急性期患者

超急性期患者超急性期患者超急性期患者超急性期患者

図表図表図表図表23：：：：病床病床病床病床のののの効率的利用効率的利用効率的利用効率的利用

※現在の改善案であり、病床数等に関しては変更の可能性がある（ ）は亜急性期病棟
 

一方、個室は特別室及び重篤個室を含め現在 51 床ありますが、感染症等の患者へ

の対応もあり、稼働率が非常に高くなっているため、個室を希望する患者のニーズに

十分に応えられていない状況となっています。 

限られた病棟スペースの活用や看護師の配置を効率的に行うため、病棟を急性期、

療養期など、患者の状態に応じて再編し、看護度に応じた配置体制を構築していくと

ともに、活用可能となったスペースは 6 人部屋から個室又はシステム室等への転換を

行っていきます。 

�  実施時期 

平成 21 年度中に、医師、看護師等によるワーキンググループを院内に設置し、早

期に実施していくようにします。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては、個室及びシステム室等への転換に伴う工事関係費用等は、平

成 22年度に 10百万円を予定しています。 

�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、病床利用率を設定します。 
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410人

50人

50人

61人

119人

図表図表図表図表24:１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける来院患者来院患者来院患者来院患者のののの交通手段調交通手段調交通手段調交通手段調べべべべ

タクシー
7%

徒歩
7%

自家用車
（送迎）

17%

路線バス
9%

自家用車
（駐車）

60%

タクシー
7%

徒歩
7%

自家用車
（送迎）

17%

路線バス
9%

自家用車
（駐車）

60%

出所：市立川西病院管理資料

(e) ＭＲＩ等の更新 

�  計画概要 

最新のＭＲＩを導入し、検査時間の短縮による検査件数を増加させるとともに、

オーダリングシステムの更新と合わせて放射線情報システムを導入します。 

�  実施時期 

平成 20 年度にＭＲＩを、また、平成 21 年度にオーダリングシステムを更新します。 

�  想定している追加投資 

ＭＲＩの更新に関する設備投資は、平成 20 年度の更新 200 百万円に伴う減価償却

費 25 百万円/年を平成 21 年度から 7 年間見込んでいます。また、オーダリングシス

テムの更新に関する設備投資 500 百万円の減価償却費 64 百万円/年を平成 22 年度か

ら 7年間見込んでいます。 

�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、1 日当たりＭＲＩ検査件数を設定します。 

 

(f) 病院駐車場の適正利用 

�  計画概要 

来院者の 8 割近くが自家用車により通院しているという調査結果（図表 24 参照）

からも、駐車場の設置は必要不可欠と思われますが、現在、駐車場利用が無料である

ことから来院目的以外の駐車が少なからずあり、

来院者が十分に利用できていない状況にある

と思われます。 

病院駐車場利用の適正化を図るため、病院

駐車場を有料化するとともに、駐車場の利用

状況を引き続き調査し、駐車場スペースの適

正化もあわせて検討していきます。 

�  実施時期 

平成 21 年度中に、院内にワーキンググループを設置し、平成 22 年度から有料化を

実施します。 
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�  想定している追加投資 

当該施策に対しては、駐車場の整備に関する設備投資が必要となります。ただし当

該整備に関する追加投資額については、民間活力の導入をもって充てることとします。 

�  数値目標 

当該施策に対しては、数値目標は設定していません。 

 

③  実質的規模に応じた費用構造への転換 

現在、当院は、許可病床数 283 床のうち 210～240 床程度しか稼動していないこと

から、実稼働病床数に見合う水準まで事務や医事業務、調理業務などの業務範囲及び

各賃貸借契約の見直しを行い、人件費や委託費、賃借料等の費用削減を図っていきま

す。 

(a) 受付・医事委託業務 

�  計画概要 

受付・医事業務委託費につ

いては同床規模(稼動病床数

200 床-300 床)の公立病院の

中で、当院よりも低い水準で

委託している病院が見られま

す。（図表25参照） 

また、当院の延外来患者

が減少傾向にあることから、

医事業務の効率化について検討していくこととし、現状の契約内容等の見直しを行う

ことにより、同床規模病院と同水準の委託費の削減を図っていきます。 

�  実施時期 

平成 20 年度中に、院内にワーキンググループを設置し、平成 21 年度から実施でき

る体制を目標とします。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては、追加投資額はありません。 

�  数値目標 

当該施策に対しては、数値目標は設定していません。 

図表図表図表図表25：：：： 同床規模病院同床規模病院同床規模病院同床規模病院のののの１００１００１００１００床当床当床当床当たりのたりのたりのたりの受付受付受付受付・・・・医事業務委託費医事業務委託費医事業務委託費医事業務委託費のののの比較比較比較比較

出所: 市立川西病院管理資料

事務部門費事務部門費事務部門費事務部門費・・・・医事委託費用医事委託費用医事委託費用医事委託費用
削減削減削減削減のののの可能性可能性可能性可能性があるがあるがあるがある
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(b) 調理業務 

�  計画概要 

現在、当院では調理業務に 9 名の正職員(管理栄養士 2 名を除く)が従事しています

が、入院患者 100 人当たりのコストで比較すると、外部委託を行っている他公立病院

と比べて高い水準にあることから、目標とする水準（市立Ｎ病院）をめざして、コス

ト削減を図っていきます。（図表 26参照） 

 
図表図表図表図表26：：：：調理業務等調理業務等調理業務等調理業務等をををを全部委託全部委託全部委託全部委託しているしているしているしている兵庫県兵庫県兵庫県兵庫県のののの公立病院公立病院公立病院公立病院

とととと 市立川西病院市立川西病院市立川西病院市立川西病院のののの調理業務調理業務調理業務調理業務にににに関関関関わるわるわるわるコストコストコストコスト比較比較比較比較

出所: 市立川西病院管理資料

病床数
委託費用
(千円)

入院患者100人
あたり(千円)

ＫＫ市民病院 311.2 148,716 478 

Ａ市立市民病院 344.7 104,454 303 

ＫＴ市民病院 132.2 38,400 290 

市立Ｏ市民病院 183.3 47,040 257 

市立Ｎ病院 252.8 63,017 249 

市立Ｋ病院 215.3 45,156 210 

市立川西病院 H19年度
入院患者100人

あたり(千円)

調理業務にかかる人件費
(管理栄養士を除く)

71,011 338

食器洗浄業務に

かかる委託費
15,240 73

合計 86,251 411

同床規模の市立Ｎ病院と比
較して現状では、入院患者
100人当たりで162千円のコ
スト増となっている

図表図表図表図表26：：：：調理業務等調理業務等調理業務等調理業務等をををを全部委託全部委託全部委託全部委託しているしているしているしている兵庫県兵庫県兵庫県兵庫県のののの公立病院公立病院公立病院公立病院
とととと 市立川西病院市立川西病院市立川西病院市立川西病院のののの調理業務調理業務調理業務調理業務にににに関関関関わるわるわるわるコストコストコストコスト比較比較比較比較

出所: 市立川西病院管理資料

病床数
委託費用
(千円)

入院患者100人
あたり(千円)

ＫＫ市民病院 311.2 148,716 478 

Ａ市立市民病院 344.7 104,454 303 

ＫＴ市民病院 132.2 38,400 290 

市立Ｏ市民病院 183.3 47,040 257 

市立Ｎ病院 252.8 63,017 249 

市立Ｋ病院 215.3 45,156 210 

市立川西病院 H19年度
入院患者100人

あたり(千円)

調理業務にかかる人件費
(管理栄養士を除く)

71,011 338

食器洗浄業務に

かかる委託費
15,240 73

合計 86,251 411

同床規模の市立Ｎ病院と比
較して現状では、入院患者
100人当たりで162千円のコ
スト増となっている

 

�  実施時期 

平成 21 年度中に、院内にワーキンググループを設置し、実施可能な範囲内で段階

的に進めていきます。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては、追加投資はありません。 

�  数値目標 

当該施策に対しては、数値目標は設定していません。 
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④  収入の確保 

医業収益面では、診療報酬の請求漏れの削減及び患者に対する診療報酬の未収金の

回収促進を実施していきます。 

診療報酬の請求漏れについては事務職及び医療職を含めて保健医療等に関する内部

研修による診療報酬に関する知識の向上に加え、専門知識を有する医療事務担当職員

や外部の専門機関による定期的な指導・助言を受けることにより、請求漏れの削減を

図っていきます。 

患者自己負担の医療費の未払（患者未収金）の回収促進については、未回収期間や

対象となる患者の特性等を分析した上で定期的な督促状の発送等を通じて回収の促進

を図っていきます。 

医業費用面では、ＳＰＤの利用による材料費の削減を実施していきます。 

当院の医業収益対材料費比率は、兵庫県下の他の公立病院と同水準にありますが、

民間の医療機関と比較するとさらなる材料費の削減余地があることから、ＳＰＤの利

用による在庫管理の軽減と材料費自体の削減を図っていきます。 

 

(a) 診療報酬の請求漏れ対策 

�  計画概要 

現在の保健医療制度は、実施した医療行為が診療報酬という形で点数に反映され、

患者及び保険者に対して請求する形をとっています。したがって本来、医療資源を投

入して行った医療行為はすべて請求されるべきですが、医療現場においては診療報酬

制度に関する十分な知識を有していない場合があり、必ずしも実施した医療行為のす

べてが請求という形につながっていないものが散見されます。 

診療報酬の請求漏れを無くし、投入した医療資源に見合う診療報酬を獲得するため

には、医療現場における診療報酬の知識の向上が必要となります。このため、事務職

及び医療職を含めて保健医療等に関する内部研修を実施するとともに、専門知識を有

する医療事務担当職員や外部の専門機関の担当者を定期的に医療現場に配置し、随時

助言を行っていくことで、病院全体の診療報酬の知識を向上し、診療報酬の請求漏れ

の削減を図っていきます。 

�  実施時期 

平成 20 年度中に、医療職及び事務職によるワーキンググループを院内に設置し、
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平成 21 年度から実施します。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては、一部外部の専門機関の活用も含めて検討しますが、専門知識

を有する医療事務担当職員を中心に実施することを予定しているため、追加投資額は

見込んでいません。 

�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、診療科別患者１人の１日当たり診療報酬

（診療単価）を設定します。 

 

(b) 患者未収金の回収促進 

�  計画概要 

医療費は患者自己負担部分と保険者負担部分に分けられ、このうち患者自己負担の

医療費の未払、いわゆる患者未収金が発生する場合があります。患者未収金は、患者

の財政状況等によっては回収が長期化するものもあり、患者未収金が増加すればそれ

だけ病院の収益が減少する結果につながります。 

患者未収金を支払意思と支払余力で分類した場合、支払意思及び支払余力がある患

者未収金については、一定の督促さえ行えば、比較的容易に回収可能と考えられます。 

しかし、支払意思がない患者未収金の場合は、法的回収の可否や保証人等からの回

収について検討します。 

�  実施時期 

平成 20 年度中に、院内にワーキンググループを設置し、平成 21 年度から実施でき

る体制を構築します。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては、追加投資は予定していません。 

�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、患者未収金の額及び件数を設定します。 

 

(c) ＳＰＤの利用による材料費の削減 

�  計画概要 

当院の材料費比率は、兵庫県下の他公立病院と同水準にありますが、診療材料等の
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価額交渉に関しては、経験を有する職員が担当する民間の医療機関と比べると更なる

材料費削減の余地があると考えられます。 

そのため、ＳＰＤを利用し、材料費削減及び在庫管理コストの低減を図っていきま

す。 

また、今後更なる材料費削減に向けて、2 次医療圏内の公立病院等との連携につい

ても検討していきます。 

�  実施時期 

平成 20 年度中に、院内にワーキンググループを設置し、平成 21 年度から実施でき

る体制を構築します。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては院外倉庫によるＳＰＤをめざすこととし、平成 21 年度の初期

投資額は 1.5 百万円を予定しています。なお、ＳＰＤに関する委託料は年間 7 百万円

を見込んでおり、当該費用は材料費削減効果額に含めています。 

�  数値目標 

当該施策に対する主要な数値目標として、医療収益対材料費比率を設定します。 

 

⑤  マネジメント機能の強化 

�  計画概要 

実行計画に掲げる各施策の着実な実現に向けては、PDCA のマネジメントサイクルに

則った経営のスタイルを確立することが必要です。とりわけ、病院経営においては、

すぐれて専門的な知識と経営能力が要求されますが、現状を見ると、医療職は管理者

も含めて医業に忙殺され、また、事務職員も定期的な異動が行われる中で、経営を支

える人材が育ちにくいのが実情です。 

そのため、医療や医局管理は病院長が担い、事業経営は、経営管理知識と能力を有

した経営責任者が担うといった、いわゆる「医療と経営の分離」を行うことによって、

それぞれの責任と権限を明確にするとともに、相互に連携協力し、当院全体のマネジ

メント機能の向上を図っていく必要があります。 

 経営責任者の登用にあたっては、院内等に限定することなく、外部から新たな人材

を求めることも視野に入れて検討します。 
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�  実施時期 

平成 21 年度中からの実施を目標とします。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては経営責任者 1 名増員に関する追加投資 10 百万円を予定してい

ます。 

�  数値目標 

当該施策に対しては、数値目標は設定していません。 

 

(3) 職員の意欲向上 

�  計画概要 

上記の実行計画を実現し、良質で安全な医療を提供していくためには、医師や看護

師の確保が必要不可欠です。 

このためには、医師の給与体系の改善や数値目標の達成状況に応じて、各部門・部

署単位で教育研修費の補助、高額医療機器の導入などを行うとともに、職員がやりが

いをもって仕事に従事するため、医療従事者特有の勤務形態を踏まえた処遇改善に取

り組んでいきます。 

�  実施時期 

平成 20 年度中に院内にワーキンググループを設置し、平成 21 年度から実施するこ

とを目標とします。 

�  想定している追加投資 

当該施策に対しては、医師等の給与の増額 53 百万円を予定しています。 

�  数値目標 

当該施策に対しては、数値目標は設定していません。 
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(4) 経営指標の設定 

経営効率化に係る計画を達成するために、次の数値目標を設定します。 

経営効率化に係る数値目標 

経営効率化に係る計画の実行管理表は、巻末別表 6に添付しています。 

 

担当 施策項目
経営指標

(＊は実施状況のみ）
H19

（実績）
H20

（見込）
H21 H22 H23

内科内科内科内科 地域医療の強化 1日当たり入院患者数 101.4人        103.0人        105.4人        105.4人        105.4人        

外科外科外科外科 地域医療の強化 1日当たり入院患者数 28.4人          26.2人          29.2人          31.7人          34.4人          

整形外科整形外科整形外科整形外科 地域医療の強化 1日当たり入院患者数 42.3人          38.0人          38.8人          41.1人          42.5人          

小児科小児科小児科小児科 （地域医療の強化） 1日当たり入院患者数 8.7人            8.6人            8.8人            9.0人            9.2人            

産婦人科産婦人科産婦人科産婦人科 （地域医療の強化） 1日当たり入院患者数 10.3人          10.8人          10.8人          10.8人          10.8人          

耳鼻耳鼻耳鼻耳鼻いんこういんこういんこういんこう科科科科 （地域医療の強化） 1日当たり入院患者数 2.9人            2.1人            2.1人            2.1人            2.2人            

眼科眼科眼科眼科 （地域医療の強化） 1日当たり入院患者数 7.3人            7.8人            7.9人            8.1人            8.3人            

泌尿器科泌尿器科泌尿器科泌尿器科 （地域医療の強化） 1日当たり入院患者数 11.3人          11.4人          11.6人          11.8人          12.2人          

リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション科科科科 リハビリ強化 1日あたり実施単位数（運動器） 64単位          61単位          79単位          79単位          114単位        

リハビリ強化 1日あたり実施単位数（脳疾患） 26単位          24単位          35単位          95単位          114単位        

消化器消化器消化器消化器センターセンターセンターセンター 消化器センター設立 内視鏡検査件数 2,826件        3,200件        3,900件        4,300件        4,700件        

消化器センター設立 消化器系手術件数 192件           200件           220件           240件           260件           

消化器センター設立 ＊消化器センターチーム設立 設立　

看護部看護部看護部看護部 余剰スペースの利用 課金対象の個室利用率 100% 100% 100%

ステージ別病棟の導入＊ステージ別病棟導入 検討　 実施　

薬剤部薬剤部薬剤部薬剤部 薬剤部の効率化 服薬指導回数 9,483回        9,500回        9,500回        12,300回      12,300回      

薬剤部の効率化 退院時服薬指導回数 2,072回        2,100回        2,100回        2,700回        2,700回        

放射線科放射線科放射線科放射線科
(診療放射線技士診療放射線技士診療放射線技士診療放射線技士)

MRIの導入 MRI検査件数 3,042件        3,000件        4,000件        4,000件        4,000件        

地域医療連携室地域医療連携室地域医療連携室地域医療連携室 地域医療の強化 紹介患者数 3,244人        3,700人        4,400人        4,800人        5,200人        

地域医療の強化 逆紹介患者数 1,247人        1,500人        1,800人        2,000人        2,200人        

地域医療の強化 紹介元医療機関への返書件数 4,694件        4,900件        5,200件        5,500件        5,800件        

地域医療の強化 公開講座実施件数 12回             12回             12回             

地域医療の強化 ＊後方病院のデータベース作成 作成　

地域医療の強化 ＊対応マニュアルの整備 作成　

事務局事務局事務局事務局
(総務総務総務総務)

SPDの利用 医業収益対材料費比率 22.4% 22.5% 21.8% 21.3% 21.1%

駐車場の適正利用 ＊駐車場における民間活力利用推進 検討　 実施　

事務部門の効率化 ＊医事委託費削減交渉 実施　

事務局事務局事務局事務局
(医事担当医事担当医事担当医事担当)

患者未収金の回収促進
患者未収件数
（6月末現在）

474件           460件           450件           440件           430件           

患者未収金の回収促進
患者未収金額
（6月末現在）

21,537千円 21,000千円 20,000千円 19,000千円   18,000千円   
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(5) 経常損益の黒字化 

経営の効率化を進め、平成 23年度には経常損益を次のとおり黒字化します。 

計画損益計算書 

(単位：百万円）

見込

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

医業収益 5,149   4,806   4,047   3,900   4,026   4,201   4,297   

入院診療収益 2,729   2,489   2,561   2,434   2,557   2,678   2,761   

外来診療収益 2,126   2,017   1,176   1,148   1,152   1,189   1,201   

他会計負担金 116      144      149      156      156      156      156      

室料差額 98        82        85        85        85        102      102      

その他の医業収益 80        74        77        77        77        77        77        

医業費用 5,492   5,329   4,695   4,542   4,625   4,694   4,718   

1,754   1,604   907      879      881      877      892      
34% 33% 22% 23% 22% 21% 21%

2,801   2,770   2,823   2,731   2,786   2,812   2,826   
54% 58% 70% 70% 69% 67% 66%
442      442      458      457      457      457      457      
9% 9% 11% 12% 11% 11% 11%
291      308      303      303      305      309      299      
6% 6% 7% 8% 8% 7% 7%
204      204      205      173      196      240      244      
4% 4% 5% 4% 5% 6% 6%

医業損益 △343 △522 △648 △642 △599 △493 △422

医業利益率 -6.7% -10.9% -16.0% -16.5% -14.9% -11.7% -9.8%

医業外収益 304      660      548      554      553      553      551      

うち他会計負担金 260       616       501       508       507       507       505       

医業外費用 282      261      228      127      126      127      125      

経常損益 △321 △123 △328 △215 △172 △67 4

経常利益率 -6.2% -2.6% -8.1% -5.5% -4.3% -1.6% 0.1%

94.4% 97.8% 93.3% 95.4% 96.4% 98.6% 100.1%

54.4% 57.6% 69.8% 70.0% 69.2% 66.9% 65.8%

病床利用率 83.2% 76.2% 75.1% 73.7% 76.2% 77.8% 79.5%

その他経費等

減価償却費

職員給与費対
　医業収益比率

実績

委託費

経常収支比率

計画

材料費

給与費

 

 

なお、本計画損益の各施策別改善効果の試算値は、巻末別表 5に添付しています。 
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6. 再編・ネットワーク化に係る計画 

(1)  阪神北医療圏におけるネットワーク化の検討 

兵庫県では現在、当院が所属する阪神北医療圏を含め、圏域ごと等に各公立病院設置者

が共同して、ネットワーク化の検討を行い、兵庫県が事務局の一部として県民局とともに

その調整を行うとしています。 

具体的なネットワーク化の検討結果については、平成 20 年度に兵庫県が圏域ごと等で

検討したものを取りまとめることを予定しており、阪神北医療圏におけるネットワーク化

については、この取りまとめを受けて再度検討する必要があります。本改革プランにおい

ては、前述の「市立川西病院事業経営改革審議会」での審議と合わせて、阪神北医療圏に

おける再編・ネットワーク化の検討を行っていきます。 

(2)  1市 3町における連携関係の検討 

前述のとおり当院は本市北部に位置しており、猪名川町、能勢町及び豊能町からの患者

も含まれていることから、連携のあり方などについて 1市 3町で検討していきます。 

(3)  地域における医療機関との連携関係 

当院は、北部エリアにおける唯一の一般病院であることから、前述した「地域医療連携

室」の強化を通じて、医師会をはじめ地域の病院や診療所等との連携を促進していく必要

があります。連携促進にあたっては、北部エリアの患者の視点に立って、阪神北医療圏の

医療機関だけでなく、市立池田病院や市立豊中病院などの医療機関や医師派遣元病院との

連携についても検討していきます。 

 

7. 経営形態見直しに係る計画 

現在、当院は北部エリアを中心に、救急機能や小児医療機能、妊娠・分べん機能の提供

を通じて公立病院としての役割を担っています。このため、当院の経営形態は、指定管理

者制度の導入や民間譲渡よりも、公立病院として継続的な医療提供が可能な現行の地方公

営企業法の全規定（事業管理者の任命、独自の職員採用、経営状況に応じた給与の決定、

企業会計による財務処理など）の適用（全部適用）あるいは、予算・財務・契約・職員定

数・人事などの面でより自立的・弾力的な経営が期待できる地方独立行政法人（非公務員

型）の導入が望ましいと考えます。 
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本改革プランにおいては、現行の経営形態（全部適用）の下で、まずは、前述の当院全

体のマネジメント機能を向上し、各施策を確実に実行していくことが重要と考えます。 

一方で、今後も医療環境がより一層厳しくなることが見込まれるため、改革プランの実

行と並行して、地方独立行政法人（非公務員型）についても先進事例や制度移行に伴う諸

手続等について、調査研究を進めます。 

 

8. 計画の基本目標 

この計画における基本目標を「地域の住民及び医療機関のベストパートナーとして、消

化器系疾患を中心に地域の急性期医療を担い、効率的な病院経営を推進することによって、

高度で良質な医療を安定的に提供する」とし、病院スタッフはもとより、市を挙げて目標

の達成に努めます。 

 

9. 計画対象期間 

実行計画の期間は、経営効率化に関する項目は平成 21 年度から平成 23 年度の 3 年間、

再編・ネットワーク化に関する項目は平成 21 年度から平成 25 年度の 5年間とします。 

 

10. 数値目標の設定と進行管理 

適正な進行管理を行うため、臨床及び経営の両面で可能な限り数値目標を設定します。 

なお、この実行計画を推進するにあたり、事務スタッフ以外に医師や看護師等の医療ス

タッフが参加する「改革プラン推進委員会」を設置し、各部門と連携して取り組んでいき

ます。なお、プランの実現性を高めるため、3 ヶ月毎（四半期毎）に当委員会で進行管理

を行います。 

 

11. 第三者評価 

このプランの実施状況を点検・評価するため、半年毎に学識経験者等の参加する「市立

川西病院事業経営改革審議会」の「評価部会」で点検・評価を行います。当審議会で数値

目標の達成が困難と認めるときは、運営形態の見直しも含めて 1 年毎に改革プランを全面

改定します。 
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75
9

-
50
8,
17
4

50
8,
17
4

-
11
0,
89
3

11
0,
89
3

-
18
9,
17
4

18
9,
17
4

-
40
,6
66

40
,6
66

-
12
1,
64
3

12
1,
64
3

-
14
0,
88
1

14
0,
88
1

-
2,
56
0,
83
1

2,
56
0,
83
1

外
来

収
益

1,
17
5,
82
1

   
43
8,
30
3

-
43
8,
30
3

17
2,
02
4

-
17
2,
02
4

18
5,
97
4

-
18
5,
97
4

60
,1
87

-
60
,1
87

74
,7
57

-
74
,7
57

56
,0
01

-
56
,0
01

74
,6
82

-
74
,6
82

11
3,
89
2

-
11
3,
89
2

1,
17
5,
82
1

-
1,
17
5,
82
1

そ
の

他
医

業
収

益
31
0,
57
3

   
   

14
,8
07

77
,8
57

92
,6
64

2,
42
6

20
,6
36

23
,0
63

4,
89
8

12
,6
30

17
,5
27

3,
83
1

39
3,
86
9

86
5

8,
29
8

9,
16
4

41
6

3,
06
8

3,
48
3

75
8

3,
66
6

4,
42
4

81
7

6,
42
8

7,
24
5

28
,8
18

13
2,
62
1

16
1,
43
9

14
9,
13
4

室
料

差
額

収
益

84
,8
86

   
   
  

-
50
,2
37

50
,2
37

-
14
,2
04

14
,2
04

-
9,
20
4

9,
20
4

-
21

21
-

4,
20
7

4,
20
7

-
79
4

79
4

-
1,
30
3

1,
30
3

-
4,
91
6

4,
91
6

-
84
,8
86

84
,8
86

-

医
療

相
談

収
益

17
,0
02

   
   
  

-
9,
62
3

9,
62
3

-
1,
60
4

1,
60
4

-
-

-
96
4

-
96
4

-
1,
60
4

1,
60
4

-
1,
60
4

1,
60
4

-
1,
60
4

1,
60
4

-
-

-
96
4

16
,0
38

17
,0
02

-

公
衆

衛
生

活
動

収
益

11
,1
47

   
   
  

9,
48
7

-
9,
48
7

-
-

-
-

-
-

1,
66
0

-
1,
66
0

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

11
,1
47

-
11
,1
47

-

そ
の

他
48
,4
05

   
   
  

5,
32
0

17
,9
97

23
,3
16

2,
42
6

4,
82
9

7,
25
5

4,
89
8

3,
42
6

8,
32
4

1,
20
7

18
1,
22
5

86
5

2,
48
8

3,
35
3

41
6

67
0

1,
08
6

75
8

75
9

1,
51
7

81
7

1,
51
2

2,
32
9

16
,7
07

31
,6
98

48
,4
05

-

負
担

金
14
9,
13
4

   
   

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
14
9,
13
4

変
動

費
変

動
費

変
動

費
変

動
費

92
6,
66
4

   
   

11
1,
35
9

21
6,
77
9

32
8,
13
8

73
,7
42

11
6,
32
3

19
0,
06
5

62
,4
44

68
,2
67

13
0,
71
1

20
,4
56

15
,3
43

35
,7
99

19
,0
95

29
,6
42

48
,7
37

12
,5
15

8,
97
8

21
,4
93

18
,2
43

64
,3
51

82
,5
94

53
,0
91

36
,0
36

89
,1
27

37
0,
94
6

55
5,
71
9

92
6,
66
4

-

材
料

費
90
2,
41
1

   
   

10
2,
76
3

21
3,
32
1

31
6,
08
5

72
,0
41

11
5,
52
8

18
7,
56
9

61
,6
33

67
,7
33

12
9,
36
6

19
,6
99

14
,8
40

34
,5
38

17
,3
85

29
,1
69

46
,5
54

11
,5
07

8,
80
4

20
,3
12

16
,2
88

64
,2
26

80
,5
14

51
,7
44

35
,7
29

87
,4
73

35
3,
06
0

54
9,
35
1

90
2,
41
1

-

経
費

（検
査

委
託

）
24
,2
53

   
   
  

8,
59
6

3,
45
8

12
,0
53

1,
70
1

79
4

2,
49
6

81
2

53
4

1,
34
6

75
7

50
3

1,
26
0

1,
71
0

47
3

2,
18
3

1,
00
8

17
4

1,
18
2

1,
95
5

12
5

2,
07
9

1,
34
7

30
7

1,
65
4

17
,8
85

6,
36
8

24
,2
53

-

限
界

利
益

限
界

利
益

限
界

利
益

限
界

利
益

3,
12
0,
56
1

   
34
1,
75
1

87
8,
72
0

1,
22
0,
47
1

10
0,
70
8

33
6,
07
2

43
6,
78
0

12
8,
42
8

45
2,
53
6

58
0,
96
4

43
,5
62

95
,5
88

13
9,
15
1

56
,5
27

16
7,
83
0

22
4,
35
8

43
,9
02

34
,7
55

78
,6
57

57
,1
96

60
,9
58

11
8,
15
5

61
,6
17

11
1,
27
4

17
2,
89
1

83
3,
69
3
2,
13
7,
73
4
2,
97
1,
42
7

14
9,
13
4

限
界

利
益

率
限

界
利

益
率

限
界

利
益

率
限

界
利

益
率

77
.1
%

75
.4
%

80
.2
%

78
.8
%

57
.7
%

74
.3
%

69
.7
%

67
.3
%

86
.9
%

81
.6
%

68
.0
%

86
.2
%

79
.5
%

74
.7
%

85
.0
%

82
.2
%

77
.8
%

79
.5
%

78
.5
%

75
.8
%

48
.6
%

58
.9
%

53
.7
%

75
.5
%

66
.0
%

69
.2
%

79
.4
%

76
.2
%

部
門

固
定

費
部

門
固

定
費

部
門

固
定

費
部

門
固

定
費

1,
28
4,
82
9

   
55
,8
36

46
5,
38
1

52
1,
21
8

39
,7
73

14
1,
27
9

18
1,
05
1

30
,9
10

17
7,
15
8

20
8,
06
8

5,
92
3

57
,2
57

63
,1
81

3,
13
6
17
1,
12
0

17
4,
25
6

5,
40
2

12
,0
82

17
,4
84

17
,1
25

40
,0
14

57
,1
39

16
,5
23

45
,9
10

62
,4
33

17
4,
62
9
1,
11
0,
20
0
1,
28
4,
82
9

-

看
護

師
人

件
費

1,
22
0,
76
4

   
40
,3
79

45
7,
61
8

49
7,
99
6

36
,4
12

13
9,
65
4

17
6,
06
6

25
,9
82

17
4,
67
1

20
0,
65
3

3,
68
3

52
,8
45

56
,5
28

-
17
0,
17
5

17
0,
17
5

3,
16
2

11
,9
09

15
,0
72

5,
06
4

39
,6
34

44
,6
98

14
,2
83

45
,2
93

59
,5
76

12
8,
96
5

1,
09
1,
79
9

1,
22
0,
76
4

-

医
療

技
術

職
人

件
費

7,
23
8

   
   
   
 

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

7,
23
8

-
7,
23
8

-
-

-
7,
23
8

-
7,
23
8

-

そ
の

他
職

員
人

件
費

-
   
   
   
   
   
   

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

委
託

・派
遣

人
件

費
56
,8
27

   
   
  

15
,4
58

7,
76
4

23
,2
21

3,
36
0

1,
62
5

4,
98
5

4,
92
9

2,
48
7

7,
41
6

2,
24
0

4,
41
2

6,
65
3

3,
13
6

94
4

4,
08
1

2,
24
0

17
2

2,
41
3

4,
82
2

38
0

5,
20
2

2,
24
0

61
7

2,
85
7

38
,4
26

18
,4
02

56
,8
27

-

部
門

貢
献

利
益

部
門

貢
献

利
益

部
門

貢
献

利
益

部
門

貢
献

利
益

1,
83
5,
73
1

   
28
5,
91
5

41
3,
33
9

69
9,
25
4

60
,9
36

19
4,
79
3

25
5,
72
9

97
,5
18

27
5,
37
8

37
2,
89
6

37
,6
39

38
,3
31

75
,9
70

53
,3
91

△ △△△
3,
28
9

50
,1
02

38
,4
99

22
,6
73

61
,1
73

40
,0
72

20
,9
44

61
,0
16

45
,0
95

65
,3
64

11
0,
45
8

65
9,
06
4
1,
02
7,
53
3
1,
68
6,
59
7

14
9,
13
4

部
門

貢
献

利
益

率
部

門
貢

献
利

益
率

部
門

貢
献

利
益

率
部

門
貢

献
利

益
率

45
.4
%

63
.1
%

37
.7
%

45
.2
%

34
.9
%

43
.1
%

40
.8
%

51
.1
%

52
.9
%

52
.4
%

58
.8
%

34
.6
%

43
.4
%

70
.6
%

-1
.7
%

18
.3
%

68
.2
%

51
.8
%

61
.1
%

53
.1
%

16
.7
%

30
.4
%

39
.3
%

44
.4
%

42
.2
%

54
.7
%

38
.1
%

43
.3
%

診
療

科
固

定
費

診
療

科
固

定
費

診
療

科
固

定
費

診
療

科
固

定
費

58
0,
47
8

   
   

16
2,
64
3

92
,5
69

92
,5
67

38
,8
34

86
,9
71

28
,3
26

36
,5
67

41
,9
99

58
0,
47
8

-

医
師

人
件

費
53
3,
29
6

   
   

15
8,
63
1

92
,3
13

92
,3
54

38
,2
49

59
,0
46

26
,5
41

31
,1
51

35
,0
10

53
3,
29
6

-

経
費

47
,1
83

   
   
  

4,
01
2

25
6

21
3

58
6

27
,9
25

1,
78
5

5,
41
6

6,
98
9

47
,1
83

-

減
価

償
却

費
16
,3
19

   
   
  

1,
97
0

25
6

21
3

58
6

3,
92
5

1,
71
3

5,
41
6

2,
23
9

16
,3
19

-

機
器

保
守

委
託

料
6,
79
2

   
   
   
 

2,
04
2

-
-

-
-

-
-

4,
75
0

6,
79
2

-

そ
の

他
経

費
24
,0
72

   
   
  

-
-

-
-

24
,0
00

72
-

-
72

-

診
療

科
利

益
診

療
科

利
益

診
療

科
利

益
診

療
科

利
益

1,
25
5,
25
3

   
53
6,
61
1

16
3,
16
0

28
0,
32
8

37
,1
36

△ △△△
36
,8
69

32
,8
46

24
,4
49

68
,4
59

1,
10
6,
11
9

14
9,
13
4

診
療

科
利

益
率

診
療

科
利

益
率

診
療

科
利

益
率

診
療

科
利

益
率

31
.0
%

34
.7
%

26
.0
%

39
.4
%

21
.2
%

-1
3.
5%

32
.8
%

12
.2
%

26
.1
%

28
.4
%

コメ
デ

ィカ
ル

コメ
デ

ィカ
ル

コメ
デ

ィカ
ル

コメ
デ

ィカ
ル

部
門

固
定

費
部

門
固

定
費

部
門

固
定

費
部

門
固

定
費

94
0,
94
4

   
   

マ
ネ

ジ
メン

ト等
の

人
件

費
*

74
,1
24

   
  

*マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
等

と
は

、
事
務
長

、
看

護
部

長
、
教

育
担

当
看

護
師
、

臨
床

研
修
医

そ
の
他

で
あ

る
。

※
産

婦
人
科
で
は
外

来
看
護
師
が
配
置
さ

れ
て
い
な
い

（
人
件
費
デ
ー
タ
上

）
た
め
、

事
務

部
門

費
事

務
部

門
費

事
務

部
門

費
事

務
部

門
費

25
5,
43
0

   
   

減
価

償
却

費
62
,0
41

   
  

業
務

課
(医

事
)

14
4,
51
3

   
   

委
託

費
*

18
1,
28
5

   
*委

託
費
は
情

報
管

理
シ

ス
テ
ム

運
用

管
理

、
院
内

清
掃
、

設
備

管
理
等

に
関

す
る

費
用
で

あ
る

総
務

課
11
0,
91
6

   
   

水
道

光
熱

費
12
0,
71
6

   

共
通

費
共

通
費

共
通

費
共

通
費

70
6,
76
3

   
   

そ
の

他
26
8,
59
8

   

医
業

損
益

医
業

損
益

医
業

損
益

医
業

損
益

(6
47
,8
84
)

   
  

計 計計計
70
6,
76
3

診
療

科
別

年
間

延
患

者
数

（人
）

24
6,
17
9

58
,3
05

37
,0
99

95
,4
04

15
,3
48

10
,3
86

25
,7
34

39
,8
83

15
,4
79

55
,3
62

8,
78
1

3,
19
5

11
,9
76

10
,4
73

3,
75
7

14
,2
30

9,
00
9

1,
05
8

10
,0
67

13
,9
66

2,
65
8

16
,6
24

12
,6
46

4,
13
6

16
,7
82

16
8,
41
1

77
,7
68

24
6,
17
9

患
者

1人
あ

た
り収

益
（円

）
7,
77
1

29
,5
29

16
,2
32

11
,3
66

43
,5
58

24
,3
59

4,
78
6

33
,6
46

12
,8
55

7,
29
1

34
,7
20

14
,6
08

7,
22
1

52
,5
61

19
,1
91

6,
26
2

41
,3
36

9,
94
8

5,
40
2

47
,1
44

12
,0
76

9,
07
1

35
,6
16

15
,6
13

7,
15
3

34
,6
34

15
,8
34

患
者

1人
あ

た
り限

界
利

益
（円

）
5,
86
1

23
,6
86

12
,7
93

6,
56
2

32
,3
58

16
,9
73

3,
22
0

29
,2
36

10
,4
94

4,
96
1

29
,9
18

11
,6
19

5,
39
7

44
,6
71

15
,7
67

4,
87
3

32
,8
50

7,
81
3

4,
09
5

22
,9
34

7,
10
7

4,
87
2

26
,9
04

10
,3
02

4,
95
0

27
,4
89

12
,0
70

単
位

：千
円

07
/0

4～
08

/0
3

８泌
尿

器
科

合
計

医
事

統
計

差
異

等
１内

科
２外

科
３整

形
外

科
４小

児
科

５産
婦

人
科

６耳
鼻

咽
喉

科
７眼

科
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別

表
3
 

主
な

経
営

指
標

 

 

経
常

収
益

×
1
0
0

経
常

費
用

9
3
.3

9
7
.8

9
4
.4

9
4
.0

経
常

収
支

比
率
(%

)

外
来

入
院

患
者

給
食

材
料

費
年

延
給

食
数

／
3

7
0
4

7
4
3

8
4
4

8
3
5

入
院

患
者

１
人

１
日

当
た

り
給

食
材

料
費

（
円

）

薬
品

収
入

×
1
0
0

薬
品

費
1
1
3
.5

1
1
1
.9

1
1
4
.2

1
0
8
.6

薬
品

使
用

効
率
(%

)

（
投

薬
＋

注
射

）

外
来

収
益

年
延

外
来

患
者

数
6
,9
8
2

1
1
,7
5
3

1
1
,8
5
1

1
0
,8
7
1

患
者

１
人

１
日

当
た

り
診

療
単

価
（
円

）

入
院

収
益

年
延

入
院

患
者

数
3
2
,9
2
9

3
1
,6
2
8

3
1
,7
5
3

3
1
,4
2
3

１
日

平
均

患
者

数
（
人

）
年

延
外

来
患

者
数

外
来

診
療

日
数

6
8
7
.4

7
0
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別表 4 一般会計繰入金の算定基準 
平成19年度繰入金

収入-支出

（単位：千円）

（1）救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省
令第8号）第2条により告示された救急病院におけ
る医師等の待機及び空床の確保等救急医療に
確保に必要な経費に相当する額とする。

（2）災害拠点病院整備事業実施要領（平成8年
5月10日付け健政発第435号厚生省健康政策局
長通知）に基づく災害拠点病院が災害時における
救急医療のために行う施設（通常の診療に必要な
施設を上回る施設）の整備に要する経費に相当す
る額とする。

（3）災害拠点病院が災害時における救急医療の
ために行う診療用具、診療材料及び薬品費（通
常の診療に必要な診療用具、診療材料及び薬品
等を上回る診療用具、診療材料及び薬品等）の
備蓄に要する経費に相当する額とする。

栄養食事指導
相談に要する経
費

栄養食事指
導料

人件費
経費（パンフレット作成、コ
ピー代等）

妊産婦指導相
談に要する経費

人件費（助産師）
経費（ビデオテープ等）

小児医療相談
に要する経費

相談費
人件費（臨床心理士2名）
材料費
経費

予防接種に要す
る経費

予防接種料
人件費（医、看、事3名）
材料費（ワクチン等）

乳児検診に要す
る経費

乳児検診料
人件費（医、看、事3名）
材料費
経費

3

公立病院附属看護師養成所
の運営に要する経費について、
一般会計が負担するための経
費

公立病院附属看護師養成所において看護師を
養成するために必要な経費のうち、その経営に伴う
収入をもって充てることができないと認められるもの
に相当する額とする。

学費（36名）                 14,448

元金分               222,489

利子分                 70,370

5
病院の建設改良費について一
般会計が負担するための経費

病院の建設改良費及び企業債元利償還金の内
その経営に伴う収入をもって充てることができないと
認められるものに相当する額（建設改良費及び企
業債元利償還金等の2分の１、但し平成14年度
までに着手した事業に係る企業債元利償還金等
にあっては3分の2を基準とする）

起債対象外の医療機器、器
具備品及び改良工事費

                20,000

6
医師及び看護師等の研究研
修に要する経費の一部につい
て繰り出すための経費

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の2
分の1とする。

学会出張旅費、参加費
図書費、研究材料費等

                  3,000

7
人件費（教育担当者）
材料費

                  5,400

8

地方公営企業の経営健全化
に資するため、地方公営企業
職員に係る基礎年金拠出金
に係る公的負担に要する経費
の全部又は一部について繰り
出すための経費

病院事業の職員に係る基礎年金拠出金に係る公
的負担額（前々年度における経常収支不足額を
限度とする）とする。

基礎年金             42,854

9

高度な医療で採算をとることが
困難であっても、公立病院とし
て行わざるを得ないものの実施
に要する経費について、一般
会計が負担するための経費

高度な医療の実施に要する経費のうち、これに伴う
収入をもって充てることができないと認められるもの
に相当する額とする。

ＣＴ経費
ＭＲＩ経費
体外衝撃波結石破砕装置
経費

            30,000

10
リハビリテーション医療の実施に
要する経費について、一般会
計が負担するための経費

リハビリテーション医療の実施に要する経費のうち、
これに伴う収入をもって充てることができないと認め
られるものに相当する額とする。

運営経費             10,000

11
病院内保育所の運営に要す
る経費について一般会計が負
担するための経費

病院内保育所の運営に要する経費について、その
経営に伴う収入をもって充てることができないと認め
られるものに相当する額とする。

子供を持つ看
護師確保事
業補助金
（県補助金）
保育料収入

人件費
給食費
調理器具・食器費等
経費（福利厚生費、旅費、
消耗品費、消耗備品費、光
熱水費、役務費、減価償却
費）

              7,700

12

病院事業会計に係る共済追
加費用の負担に要する経費の
一部について繰り出すための費
用

当該年度の4月1日現在の職員数が地方公務員
等共済組合法の長期給付等に関する施行法の
施行の日における職員数に比して著しく増加してい
る病院事業会計に係る共済追加費用の負担額の
一部とする。

共済追加費用額                 46,879

13
小児医療の実施に要する経
費について、一般会計が負担
するための経費

小児医療の実施に要する経費のうち、これに伴う
収入をもって充てることができないと認められるもの
に相当する額とする。

患者からの年
間収入

人件費
薬品費
診療材料費
給食材料費
光熱水費
経費（消耗品、備品、印刷
費、修繕費の概算）
減価償却費
企業債償還元利金

              140,000

14
周産期医療の実施に要する
経費について、一般会計が負
担するための経費

周産期医療の実施に要する経費のうち、これに伴
う収入をもって充てることができないと認められるもの
に相当する額とする。

入院収入
外来収入

人件費
薬品費
診療材料費
給食材料費
光熱水費
経費（消耗品、備品、印刷
費、修繕費の概算）
減価償却費
企業債償還元利金

              130,000

合計               892,274

          130,000

区分 趣旨 操出基準 収入項目 支出項目

1 救急医療体勢経費
救急医療の確保に要する経
費について、一般会計が負担
するための経費

救急に関する
収入

4

2

医
療
相
談
等
に
要
す
る
経
費

            19,134

リハビリテーション
医療運営経費

周産期医療経費

小児医療経費

院内保育園運営経費

兵庫県市町村職員共済組
合追加費用経費

医師、看護師等研究研修費

伊丹市医師会立准看護高
等専修学校看護学生実習

運営経費

基礎年金拠出金の
公的負担経費

高度医療経費

人件費
薬品費
診療材料費
減価償却費
空床確保経費

看護師養成経費

企業債償還元利金

建築改良費



43 

別表 5 各施策別改善効果試算表 
（単位：千円）

見込

H19 H20 H21 H22 H23

医業収益 4,047,225 3,899,710 4,026,115 4,201,023 4,296,877

入院診療収益(1+2+3+4+5) 2,560,831 2,434,138 2,556,542 2,678,062 2,761,222

1.入院診療収益 2,560,831 2,434,138 2,434,138 2,434,138 2,434,138

2.消化器センター・地域連携強化 +85,030 +145,850 +212,214

3.個別リハビリテーションの強化 +10,374 +61,256 +78,052

4.入院患者への服薬指導の強化 +9,818 +9,818

5.MRIの導入/画像診断処理加算 +27,000 +27,000 +27,000

外来診療収益(6+7) 1,175,821 1,148,000 1,152,000 1,188,572 1,201,266

6.外来診療収益 1,175,821 1,148,000 1,152,000 1,163,910 1,175,821

7.電子化加算 +24,662 +25,445

他会計負担金 149,134 156,000 156,000 156,000 156,000

室料差額(8+9) 84,886 84,886 84,886 101,701 101,701

8.室料差額 84,886 84,886 84,886 84,886 84,886

9.個室の増設 +16,816 +16,816

その他の医業収益 76,553 76,687 76,687 76,687 76,687

医業費用 4,695,109 4,541,780 4,624,911 4,694,376 4,718,456

変動費 931,038 901,825 904,132 900,681 915,804

　材料費(10+11) 906,785 878,641 880,762 877,208 892,220

10.材料費（SPD考慮後） 906,785 878,641 880,762 898,208 913,220

11.電子化に伴うフィルム代削減 -21,000 -21,000

　その他変動費(検査委託費) 24,253 23,184 23,370 23,473 23,584

固定費 3,764,071 3,639,955 3,720,779 3,793,695 3,802,652

　給与費(12+13+14+15) 2,823,015 2,731,015 2,786,280 2,811,508 2,826,123

12.給与費 2,823,015 2,731,015 2,707,973 2,703,973 2,703,973

13.医師の処遇改善 +53,000 +53,000 +53,000

14.経営責任者・地域医療連携室増員 +18,000 +18,000 +18,000

15.個別リハビリテーションの強化 +7,307 +36,536 +51,150

委託費(固定費) 433,636 433,636 433,636 433,636 433,636

その他経費等(16+17+18+19+20) 302,639 302,639 305,139 308,639 298,639

16.その他経費等 302,639 302,639 302,639 302,639 302,639

17.消化器センター・地域連携強化 +5,000

18.個室の増設 +10,000

19.SPD初期投資額 +1,500

20.受付・医事委託/調理業務効率化 -4,000 -4,000 -4,000

減価償却費(21+22+23+24) 204,781 172,665 195,724 239,911 244,254

21.減価償却費 204,781 172,665 168,009 147,911 152,254

22.内視鏡追加投資 +2,000 +2,000 +2,000

23.MRI +25,714 +25,714 +25,714

24.オーダリングシステム +64,286 +64,286

医業損益医業損益医業損益医業損益 -647,884 -642,070 -598,796 -493,353 -421,579

　　　　医業利益率医業利益率医業利益率医業利益率 -16.0% -16.5% -14.9% -11.7% -9.8%

医業外収益 547,642 554,000 553,000 553,000 551,000

　他会計負担金 500,651 508,000 507,000 507,000 505,000

　その他 46,991 46,000 46,000 46,000 46,000

医業外費用 228,164 127,000 126,000 127,000 125,000

経常損益経常損益経常損益経常損益 -328,406 -215,070 -171,796 -67,353 4,421

　　　　経常利益率経常利益率経常利益率経常利益率 -8.1% -5.5% -4.3% -1.6% 0.1%

実績 計画
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別表６ 経営効率化に係る計画の実行管理表 
見込

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

【目標達成のための具体的な取組みと実施時期】

№
実行責任者

・担当者
H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

【差異】

【達成状況の判定】

【目標未達の理由、今後の具体的対策と実施時期】

№
実行責任者

・担当者
H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

【差異】

【達成状況の判定】

【目標未達の理由、今後の具体的対策と実施時期】

【実績値】

【実績値】

経営指標

プロセス 実施時期

実績

プロセス 実施時期具体的取組み

具体的取組み

目標
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参考 用語解説 

 ２２２２次医療圏次医療圏次医療圏次医療圏
２次医療圏とは、医療法に基づき策定される医療計画の単位となる区域のひとつであり、特殊な医療を除く一般の医療需要で主として

病院における入院医療を提供する体制の確保を図る区域

DPC

Diagnosis Procedure Combinationの略で、医療費の定額支払い制度に使われる評価方法のこと。定額支払い制度とは、出来高払
い制度(治療にどれだけの費用が掛かったかで決められる制度)と異なり、患者がどの病気であったかを基準に定額で報酬が決められる
制度のこと。従来の診療報酬体系は出来高払い制度であったが、DPCは1日あたりの入院医療費を投薬や検査の量にかかわらず、定
額にすることで病院側に出来るだけ効率的に治療を行う意識をもたらしコスト抑制効果を期待した制度で2007年12月時点のDPC病院
数1,428施設（全一般病院数*の16％）、病床数457,301床（全一般病床数*の50％）となっている *2006年医療施設調査比較

なお、DPC病院はDPC対象病院とDPC準備病院に区分される。DPC対象病院として、現行の対象病院に加えて試行的適用病院を位
置付けるほか、 DPCの適用を希望する調査協力病院のうち急性期入院医療を提供する病院として具備すべき一定の基準を満たす病
院をDPC準備病院として位置付ける

コメディカルコメディカルコメディカルコメディカル
co-medical staff 医療関連職種。看護師、薬剤師、理学療法士など、チーム医療を構成するなど、医師と共同あるいは同等の立場

で、それぞれの業務を遂行する医師以外の医療従事者を総称していう

セラピストセラピストセラピストセラピスト
（（（（PT/OT/ST））））

PT(Physical Therapist)とは理学療法士、OT(Occupational Therapist)とは作業療法士のことをいう。理学療法とは、患者の基本的動

作能力の回復を図るために、理学療法士（国家資格）が治療体操その他の運動を行わせたり、電気刺激、マツサージ、温熱などの物理
的手段を加えることをいう。作業療法とは、患者の応用動作能力や社会的適応能力の回復を図るため、作業療法士（国家資格）が手芸
、工作その他の作業を行なわせることをいう
ST（Speech TherapistあるいはSpeech Trainerともいう））とは言語聴覚士のことをいう。何らかの原因で言語障害や難聴、失語、言

語発達遅滞など言語・聴覚の障害をもつ人に対し、機能回復や障害の軽減を図るために行なう専門的な訓練・指導が言語療法という。
このリハビリテーションは言語聴覚士が行う

個別個別個別個別リハリハリハリハ
個別リハビリテーションの略。リハビリテーション実施計画に基づき、医師又は医師の指示を受け１人の理学療法士､作業療法士、言

語聴覚士が理学療法､作業療法、言語聴覚療法を利用者一人ひとりに対して個別に実施する

MRI
Magnetic Resonance Imagingの略で、磁気共鳴断層撮影装置のこと（磁力の力で断層写真を作る方法。X線を使用しない）。体内組

織に無数に存在する水素原子の磁気特性を利用して断層像を得る画像診断装置

SPD
Supply Processing&Distributionの略で、医療分野においては、診療材料・医薬品など主に日常的に購入する物品の購買・供給・搬送

等を一元管理すること

オーダリングオーダリングオーダリングオーダリング
システムシステムシステムシステム

臨床の立場から検査、投薬、入院手配などの依頼や指示（オーダ）を院内情報システムで統合し、各部署で活用するシステム。これま
で医師が手書きしていた処方せん、検査伝票などを直接コンピュータに入力することにより、それ以降の業務が省力化・簡素化が期待で
きる。また、医事会計システムや電子カルテなどと結びつくことによって、医療の効率化、安全化、質の向上、サービス向上につながって
いくこともあわせて検討されている

服薬指導服薬指導服薬指導服薬指導 病院薬剤師の薬剤管理指導業務

インフォームドインフォームドインフォームドインフォームド
コンセントコンセントコンセントコンセント

informed-consent（説明と同意）のこと。患者が自分の病気と医療行為について、知りたいことを“知る権利”があり、治療方法を自分で
決める“決定する権利”を持つことをいう。個人主義の意識が高いアメリカで生まれ、80年代半ばから日本でも必要性が認識されてきてい

る

クリティカルパスクリティカルパスクリティカルパスクリティカルパス

生産工程やProjectなどで、お互いに従属関係にある複数の作業のうち、開始から終了までをつなぐ時間的余裕のない一連の作業の

集まりのことを指すが、医療分野では、医療の内容を評価・改善して、質の高い医療を患者に提供することを目的として、入院から退院
までの計画を立てたもの

放射線情報放射線情報放射線情報放射線情報シスシスシスシス
テムテムテムテム

従来の画像フィルムによる読影をフィルムレス化し、専用モニターによる診断を行うもので、受付管理、撮影管理、画像データの集約管
理、読影リポートの作成・管理を一括して行うシステム


